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雇用・能力開発機構 評価シート１（組織体制、経費削減） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 通則法第２９条第２項第２号の業務運営

の効率化に関する事項は、次のとおりとす

る。 

 

１ 組織体制について、業務の効率的・効果

的実施の観点から、適宜弾力的な見直しを

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務運営の効率化による経費削減につ

いて 

（１）一般管理費及び業務経費（運営費交付

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 

 

 

１ 組織体制については、委員会を設け、年

１回以上、機構の業務の効率的・効果的実

施の観点から、検討を行い、見直しを図る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務運営の効率化による経費削減につ

いて 

（１）一般管理費及び業務経費（運営費交付

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

１ 組織体制の見直し 

●機構本部に設置する委員会 

 組織体制について、業務の効率的・効果的実施の観点から見直しを図る

ため、機構本部の役職員からなる「組織体制の見直し等に係る委員会」を

設置し、以下のとおり検討し、見直しを行った。 

（１）委員会の設置 

  ・ 平成１６年７月２２日 

 

（２）検討状況 

  ・ 平成１６年８月 ５日 

  ・ 平成１７年２月２２日 

  ・ 平成１８年２月１３日 

  ・ 平成１９年２月 ８日 

 

（３）検討結果 

  ① 本部組織の見直し 

   ・ 平成１７年度 

地方組織への権限委譲、一貫した業務運営及び重要課題の検討

推進を図るため、業務４部の再編及びコスト把握等を行う部署の

設置等を平成１７年４月１日に行った。 

・ 平成１８年度 

組織のスリム化及び業務の集中化等を図るため、組織の改編を

平成１８年４月１日に行った。 

また、組織の効率化・簡素化を図ること及び雇用促進住宅の譲

渡・廃止を推進するための新たな部の設置等を内容とする組織の

改編を平成１９年４月１日に行うこととした。 

② 地方組織の見直し 

都道府県センターと職業能力開発促進センターの事務・業務を１

人の統括所長の下で１つの組織として実施する一元処理を平成１７

年度２７道府県、平成１８年度１９府県で行った。 

 

２ 一般管理費及び業務経費の削減 

 

●経費の削減 

Ａ 

3.73 

Ａ 

3.82 

Ａ 

3.91 

Ａ 

3.82 
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金を充当するものに限る。）については、

効率的な利用に努め、中期目標期間の最

終年度までに、雇用・能力開発機構の平

成１４年度の相当経費に比べて、１５％

以上削減すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「行政改革の重要方針」（平成１７年

１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成

１８年度以降の５年間において、国家公

務員に準じた人件費削減の取組を行う

こと。これを実現するため、現中期目標

期間の最終年度までの間においても、必

要な取組を行うこと。 

   併せて、国家公務員の給与構造改革を

踏まえ、給与体系の見直しを進めるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

金を充当するものに限る。）については、

効率的な利用に努めるとともに、人員削

減等を図り、中期目標期間の最終年度ま

でに、雇用・能力開発機構の平成１４年

度の相当経費に比べて、１５％以上削減

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「行政改革の重要方針」（平成１７年

１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平成

１８年度以降の５年間で５％以上の人

件費の削減を実現するため、現中期目標

期間の最終年度までの間において、平成

１７年度を基準として人件費の５．０％

以上の削減を着実に実施する。 

   また、国家公務員の給与構造改革を踏

まえ、年功的な給与上昇の抑制、地域の

民間賃金の的確な反映や勤務成績を反

映した厳正な職位制度の運用などを行

うための新しい人事・給与制度を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 一般管理費及び業務経費（運営費交付金を充当するものに限る。）につ

いては、各年度の予算計画を達成し、さらに以下の取組みにより、平成 

１６年度８７億円、平成１７年度５１億円、平成１８年度２６億円削減し

た。 

（１）一般管理費の削減 

   情報システムの見直し、人件費の削減等による運営方法の見直しに

より、平成１６年度２０億円、平成１７年度２１億円、平成１８年度

２２億円削減した。                       

 

（２）業務経費の削減 

   訓練用機器のリース方法の見直し、施設の借地面積の縮減等の業務

実施方法の見直しにより、平成１６年度６７億円、平成１７年度３０

億円、平成１８年度４億円削減した。 

 

（３）一般競争入札の拡大 

   一般競争入札の実績は、平成１６年度１９５件、平成１７年度  

 ４４５件、平成１８年度９７３件となった。 

 
予算額 決算額 差引額 

平成14年度

相当経費比

平成16年度 1,004億円 917億円 △87億円 16.9%減

平成17年度  964億円 913億円 △51億円 17.2%減

平成18年度  923億円 897億円 △26億円 18.7%減

 

（４）人事・給与制度の見直し 

国家公務員の給与構造改革を踏まえ、年功的な給与上昇の抑制、地

域の民間賃金の的確な反映や勤務成績を反映した厳正な職位制度の運

用などを行うため以下の見直しを行い、新しい人事・給与制度を平成

１８年４月１日から実施した。 

・ 低位の等級の一部を除き、昇給間差額を従前の２分の１から６分

の１程度に圧縮した俸給表への切替え 

・ 国家公務員の地域手当を参考とした調整手当の支給地域及び支給

割合の見直し 

・ 職位を決定するための標準的な職務の見直し 

なお、人件費について、上記見直し及び職員の削減等により抑制を

図り、平成１７年度と比較して３．９％削減した。 
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雇用・能力開発機構 評価シート２（助成金等の支給） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

３ 助成金の支給、融資等の業務について

は、厳正な審査を引き続き実施しつつ、制

度の趣旨・目的の一層の周知を行い、申請

内容を適正化させるとともに、事務手続の

効率化、担当者の審査能力向上等を図り、

平均処理期間（申請書の受付から支給等の

決定までの期間）が特に長い助成金等につ

いて重点的に平均処理期間を短縮するこ

ととし、中期目標の最終年度までに、１件

当たりの平均処理期間を平成１４年度と

比べて１０％以上短縮すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

３ 助成金の支給、融資等の業務について

は、事業主等に対して、支給申請書等の記

入方法等の教示など事前相談を行うとと

もに、申請から支給決定までの期間につい

て十分な説明を行う。また、厳正な審査を

引き続き実施しつつ、制度の趣旨・目的の

一層の周知を行い、申請内容を適正化させ

るとともに、適正支給に配慮しつつ、申請

書の記載項目の簡略化、添付資料の簡素化

等による事務手続の効率化や職員研修等

による担当者の審査能力向上を図り、平均

処理期間（申請書の受付から支給等の決定

までの期間）が特に長い助成金等について

重点的に平均処理期間を短縮することと

し、中期目標の最終年度までに、１件当た

りの平均処理期間を平成１４年度と比べ

て１０％以上短縮する。        

３ 助成金等の支給 

●助成金等の支給 

（１）平均処理期間の短縮に向けた措置 

助成金等の平均処理期間（申請書の受付から支給等の決定までの期

間）の短縮に向け、以下の措置を講じた。 

  ① 説明会及び個別相談の実施 

    制度の趣旨・目的の一層の周知及び申請内容の適正化に向けた制

度説明会並びに個別相談を申請の手引き等を活用することなどによ

り実施した。 

イ 説明会の実施 

    ・ 平成１６年度 

     実施回数    ８，２２７回  

参加者数  ２４０，０５２人 

    ・ 平成１７年度 

     実施回数    ６，４３０回 

参加者数  １８０，８５１人 

・ 平成１８年度 

     実施回数    ５，６０４回 

参加者数  １５７，１８３人 

      ※ 他機関との合同説明会を含む。 

   ロ 個別相談の実施 

    ・ 平成１６年度 実施件数  １４３，８８２件 

    ・ 平成１７年度 実施件数  １４２，３０９件 

    ・ 平成１８年度 実施件数  １３９，７８９件 

  ② 審査能力の向上 

    職員用審査マニュアル等を作成・活用し、助成金の相談・審査業

務、審査期間の短縮、不正受給防止等に係る職員研修等を実施した。

   イ 職員研修等の実施 

    （イ）本部で実施 

     ・ 平成１６年度    ４回 

     ・ 平成１７年度    ５回 

     ・ 平成１８年度    ３回 

   （ロ）施設で実施 

     ・ 平成１６年度  ６９９回 

     ・ 平成１７年度  ８３３回 

     ・ 平成１８年度  ８６４回 

   （ハ）その他 

      都道府県労働局が実施した不正受給防止等に係る研修に参加

し、審査能力の向上を図った。 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 
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③ 手続の簡素化 

   イ 支給申請書等の記載項目の簡略化 

   （イ）中小企業労確法関係助成金（２種類） 

実施計画認定申請書における雇用保険適用事業所番号欄の削

除について、平成１７年４月１日に助成金要領を改正・施行し

た。 

   （ロ）建設雇用改善関係助成金 

支給・認定申請書における社印（団体印）の省略について、

平成１７年４月１日に助成金要領を改正・施行した。（７種類）

また、受給資格認定に係る申請手続きの廃止について、平成

１８年４月１日に助成金要領を改正・施行した。（１種類） 

（ハ）キャリア形成支援関係助成金（３種類） 

支給申請書の様式の一部統合及び廃止について、平成１６年

９月２７日に助成金要領を改正し、平成１６年１０月１日に施

行した。 

また、支給申請書の記載項目の統合、廃止等について、平成

１８年４月１日及び平成１８年１０月１日に施行した。 

（ニ）財形関係助成金（１種類） 

認定申請書における事業主区分及び財形貯蓄開始年月日欄の

削除について、平成１７年３月３１日に助成金要領を改正し、

平成１７年４月１日に施行した。 

ロ 添付書類の簡素化 

    （イ）建設雇用改善関係助成金（１種類） 

受講者名簿の年齢の省略について、平成１７年４月１日に助

成金要領を改正・施行した。 

  （ロ）キャリア形成支援関係助成金（３種類） 

添付様式の一部統合・廃止・記載項目の削除について、平成

１６年９月２７日に助成金要領を改正し、平成１６年１０月１

日に施行した。 

また、平成１７年６月３０日、平成１７年９月３０日、平成

１８年６月３０日及び平成１８年１０月２日に助成金要領の運

用通達を改正・施行した。 

    （ハ）財形関係助成金（２種類） 

団体構成員名簿等及び事業概要等の添付の廃止について、平

成１７年３月３１日に助成金要領を改正し、平成１７年４月１

日に施行した。 

④ その他短縮に向けた取組み 

   イ 標準処理期間の設定 

     平成１７年度から、平均処理期間が６０日以上の助成金等につ

いて、施設が短縮を図るための目安になるよう「標準処理期間」

を設定した。 

   ロ 申請の手引きの作成 

     中小企業労確法関係助成金（平成１６年度６種類、平成１８年
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度４種類）、建設雇用改善関係助成金（平成１６年度６種類、平成

１７年度５種類、平成１８年度５種類）、介護労働関係助成金（平

成１６年度１種類、平成１７年度２種類、平成  １８年度１種類）、

キャリア形成支援関係助成金（平成１７年度１種類、平成１８年

度１種類）、技能者育成資金（平成１６年度３種類、平成１８年

度３種類）、財形関係助成金（平成  １６年度１種類、平成１７

年度１種類）の申請の手引き等を作成し、他の手引き等と合わせ、

説明会等で活用した。 

   ハ 職員用審査マニュアルの作成 

助成金担当者の審査能力の向上を図るため、中小企業労確法関

係助成金（平成１６年度３種類、平成１７年度１種類）、建設雇

用改善関係助成金（平成１６年度７種類、平成１７年度 ４種類、

平成１８年度６種類）及びキャリア形成支援関係助成金（平成 

１７年度１種類、平成１８年度１種類）、技能者育成資金（平成

１７年度１種類、平成１８年度２種類）、財形関係助成金（平成

１６年度１種類、平成１７年度１種類）の審査マニュアル等につ

いて作成し、他のマニュアル等と合わせ、職員研修等で活用した。

ニ 支給申請時期の弾力的運用 

キャリア形成促進助成金について、申請者へのサービスの向上

を図るとともに、事務処理の集中を避けるため、年２回の支給申

請月から、半期計画が終了した事業主は随時申請ができるよう改

正した。 

 

（２）短縮状況 

   平均処理期間については、特に長い（６０日以上）助成金等につい

て、重点的に短縮することに取り組んだ結果、平成１４年度  （２８

日）と比較して１４．３％短縮した。 

  ・ 平成１６年度 平均処理期間  ２６日 

  ・ 平成１７年度 平均処理期間  ２３日 

  ・ 平成１８年度 平均処理期間  ２４日 
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雇用・能力開発機構 評価シート３（職業能力開発業務） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

４ 在職者を対象とする職業訓練について

は、特殊法人等整理合理化計画（平成１３

年１２月１９日閣議決定。以下「整理合理

化計画」という。）に基づき、地方公共団

体や民間教育訓練機関との適切な役割分

担を図り、毎年度訓練コースについて精査

し、真に高度なもののみに限定して実施

し、地方公共団体や民間教育訓練機関で実

施することが可能な訓練は廃止すること。 

また、整理合理化計画に基づき、民間外

部講師の一層積極的な活用を図ることと

し、時代の変化に対応した効率的・効果的

な職業訓練の実施を図ること。 

  特に高度な専門的技能・知識の習得を目

的とする職業訓練については、地域の能力

開発ニーズ、費用対効果等を考慮の上、集

約して実施した方が効果的なものは、集約

して実施する等、効果的な職業訓練の実施

に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

毎年度、訓練コースについては、地方

公共団体や関係機関等と連携をとり、地

域における職業能力開発の状況を把握

した上で、地方公共団体や民間教育訓練

機関との適切な役割分担の観点から訓

練コースを精査し、見直しを図る。 

なお、訓練コースの設定に当たって

は、当該地域における人材ニーズを把握

した上で、真に必要とされている訓練コ

ースを設定するとともに、各地域におい

て毎年度の実施計画を、産学官を構成員

とする人材育成地域協議会において意

見を聴取する。また、訓練コースの見直

しの結果をホームページに公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）訓練実施体制の効率化について 

特に高度な専門的技能・知識の習得を

目的とする職業訓練については、地域の

中核的な職業能力開発促進センターで

集約して行うなど、地域の能力開発ニー

ズ、費用対効果等を考慮の上、訓練実施

体制の効率化を図る。 

 

 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練 

●在職者を対象とする訓練コースの設定 

（１）見直しの仕組み 

訓練コースの設定に当たっては、地域の中小企業事業主・事業主団

体等の人材育成に関する課題についてヒアリング等を行い、地域の人

材育成ニーズを把握し、機構が実施する真に高度な訓練に対応する人

材育成ニーズを十分に反映した技能・技術、知識を習得できるように

カリキュラムの内容を精査するとともに、民間教育訓練機関等の教育

訓練コースの実施状況を踏まえて見直しを行った。 

また、見直しを行うに当たっては、在職者訓練カリキュラム等検討

委員会においてカリキュラムを精査し、その精査結果を基に、人材育

成ニーズとの適合性及び地方公共団体、民間教育訓練機関等との役割

分担を踏まえ、大学その他の学校関係者、産業界、ＮＰＯ、関係省庁

等産学官関係者を構成員とする人材育成地域協議会等において意見を

聴取した。 

 

（２）見直し状況 

  ・ 見直しコース数  

     平成１６年度   ２，８８７コース 

（廃止：１，９３２コース、内容変更：９５５コース） 

     平成１７年度   ４，５８９コース 

（廃止：４，０４２コース、内容変更：５４７コース） 

  平成１８年度   ６，６３７コース 

（廃止：５，９９７コース、内容変更：６４０コース） 

※ 実施コース数 

     平成１６年度  １２，０１１コース 

     平成１７年度  １１，４７８コース 

     平成１８年度   ８，１４８コース  

 

●訓練実施体制の効率化 

平成１７年度に訓練実施体制の効率化に係る基本方針を策定し、この基

本方針に基づき、平成１８年度においては、職業能力開発大学校等が実施

する在職者訓練を縮小し、また、在職者訓練のうち、衛星通信設備を利用

して実施するものについては廃止した。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

3.09 

Ｂ 

2.91 

Ｂ 

3.00 

 

Ｂ 

3.00 
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５ 離職者を対象とする職業訓練について

は、整理合理化計画に基づき、民間教育訓

練機関との適切な役割分担を図る観点か

ら、当該地域において民間では実施できな

いもののみに限定して実施することとし、

また、民間教育訓練機関の育成という点も

踏まえ、国の定める職業訓練実施計画に基

づき民間委託の拡大を図り、かつ、機構の

行う職業訓練についても、民間外部講師の

一層積極的な活用を図ることとし、時代の

変化に対応した効率的・効果的な職業訓練

の実施を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 離職者を対象とする訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

公共職業能力開発施設において実施

する訓練コースの設定に当たっては、都

道府県労働局や都道府県と連携して当

該地域における人材ニーズを把握する

とともに、当該地域における民間教育訓

練機関等が実施している教育訓練コー

スの状況も踏まえながら、民間では実施

できないものに限定した訓練コースを

設定するほか、既存コースの見直しを行

う。また、見直しの結果をホームページ

に公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）委託訓練の実施について 

広範な分野の人材ニーズに対応した

委託訓練が機動的に設定できるよう、専

修学校・各種学校のほか、事業主、大学・

大学院、ＮＰＯ等あらゆる民間教育訓練

機関への働きかけを積極的に実施する

等により、訓練委託先の開拓を行い、国

の定める職業訓練実施計画に基づいた

民間委託の拡大を確実に実施する。 

 

 

 

 

 

 

５ 離職者を対象とする職業訓練 

●施設内訓練の訓練コースの設定 

（１）見直しの仕組み 

訓練コースの設定に当たっては、都道府県労働局及び都道府県職業

能力開発主管課と連携を図り、職業安定機関や事業主団体等のヒアリ

ング等により労働市場における求人・求職の状況、地域産業技術等の

動向など地域の人材ニーズを把握し、それらを十分に反映した技能・

技術、知識を習得できるようにカリキュラムの内容を精査し、民間教

育訓練機関等の教育訓練実施状況調査等を踏まえて、既存コースの内

容見直し・廃止の検討や新規コースの設定検討を行った。 

なお、見直しを行うに当たっては、人材ニーズとの適合性や民間教

育訓練機関等との役割分担を踏まえ、大学その他の学校関係者、産業

界、ＮＰＯ、関係省庁等産学官関係者を構成員とする人材育成地域協

議会、職業能力開発推進協議会において意見を聴取した。 

 

（２）見直し状況 

  ・ 見直しコース数  

     平成１６年度  １４９コース 

（廃止：７５コース、内容変更：７４コース） 

     平成１７年度  １４２コース 

（廃止：７６コース、内容変更：６６コース） 

平成１８年度  ２２３コース 

（廃止：１０３コース、内容変更：１２０コース） 

  ※ 実施コース数 

     平成１６年度  ６２４コース 

     平成１７年度  ６０６コース 

     平成１８年度  ５８３コース 

 

●委託訓練の実施 

（１）訓練実施状況 

  ・ 国の職業訓練実施計画数  

平成１６年度  １２６，６２１人 

平成１７年度  １１４，９４６人 

平成１８年度  １０６，２８５人 

  ・ 受講者数          

平成１６年度   ９４，３８０人 

平成１７年度  １０４，７２１人 

平成１８年度   ９９，７３８人 

  ・ コース数 

     平成１６年度    ６，８０２コース 

     平成１７年度    ６，７３０コース 

     平成１８年度    ６，４９３コース 

  ・ 民間委託割合 
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６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、整理合理化計画に基づき、民間外部講

師の一層積極的な活用を図ることとし、時

代の変化に対応した効率的・効果的な職業

訓練の実施を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、毎年度、訓練コースについて、就職率

や修了生の満足度を調査する等により、社

会の人材ニーズに応えているかを精査し、

見直しを図る。また、その見直しの結果を

ホームページに公表する。 

 

 

 

 

     平成１６年度     ６７．１％ 

     平成１７年度     ７２．４％ 

平成１８年度     ７５．３％ 

 

（２）委託機関等 

  ・ 平成１６年度 

     民間教育訓練機関     １，７５１機関 

     ＮＰＯ法人           １３法人 

     大学・大学院           ７校 

     事業主等及び事業主団体  １，０２６機関 

  ・ 平成１７年度 

     民間教育訓練機関     １，７２０機関 

     ＮＰＯ法人           １３法人 

     大学・大学院           ５校 

     事業主等及び事業主団体    ８３４機関 

  ・ 平成１８年度 

     民間教育訓練機関     １，７４３機関 

     ＮＰＯ法人           １０法人 

     大学・大学院           ４校 

     事業主等及び事業主団体    ６２９機関 

 

（３）プロセス管理手法に関するセミナーの実施 

   参入を希望する民間教育訓練機関等の関係者を対象に、受託能力の

向上及び訓練内容の充実を図るため、訓練管理ノウハウの標準モデル

である「プロセス管理手法」のセミナーを平成１７年度から実施した。

・ 参加者数 

平成１７年度  ３９２人 

平成１８年度  ４１９人 

・ 参加機関数 

平成１７年度  ３１４機関 

平成１８年度  ３４８機関 

 

 

６ 学卒者を対象とする職業訓練 

●学卒者を対象とする訓練科の設定 

（１）見直しの仕組み 

訓練科については、応募倍率、修了生の就職率や満足度の調査を実

施するとともに、産業界の現状や技術動向等を踏まえつつ、授業科目

の一部見直しを行い、その結果についてホームページに公表した。 

 

（２）見直し状況 

  ・ 見直し訓練科数  

平成１６年度   ３０科 
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７ 「私のしごと館」については、果たすべ

き役割及び事業内容の在り方について検

討を行い、自己収入の増加及び運営に係る

経費の更なる効率化を図ること。 

  また、業務・システムの最適化のため、

システム構成及び調達方式の見直しを行

うことにより、システムコスト削減、シス

テム調達における透明性の確保及び業務

運営の合理化を図ること。このため、当該

業務・システムの監査及び刷新可能性調査

を実施し、これらを踏まえ平成１９年度ま

でに当該業務・システムの最適化計画を策

定し、公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 職業訓練については、時代の変化に対応

した効率的・効果的な職業訓練の実施を図

るため、民間外部講師の一層積極的な活用

を図り、中期目標期間の最終年度までに、

民間外部講師の活用割合を平成１４年度

と比べて１０％以上増加させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 「私のしごと館」については、外部委員

を含めた検討の場を設け、果たすべき役

割、事業内容の在り方、効率的な運営の在

り方等について検討を行い、それを同館の

運営に反映させる。また、自己収入の増加

と運営に係る経費の更なる効率化を図る。

  また、業務・システムの最適化のため、

システム構成及び調達方式の見直しを行

うことにより、システムコスト削減、シス

テム調達における透明性の確保及び業務

運営の合理化を図る。このため、当該業

務・システムの監査及び刷新可能性調査を

実施し、これらを踏まえ平成１９年度まで

に当該業務・システムの最適化計画を策定

し、公表する。            

平成１７年度   ２０科 

平成１８年度   ５２科 

  ※ 設置科数 

     平成１６年度  １４７科 

     平成１７年度  １４７科 

     平成１８年度  １４７科 

 

 

７ 民間外部講師の活用 

●民間外部講師の活用 

 民間外部講師については、技術革新や社会のニーズの変化により短期間

のうちに急激に技能・技術が変貌を遂げる分野、生産現場における先端的

技術等に関する分野などにおいて活用を図り、その活用割合については以

下のとおりとなった。 

 ・ 平成１６年度  １６．７％ 

   （平成１４年度（１６．０％）比 ４．４％増） 

 ・ 平成１７年度  １７．１％ 

   （平成１４年度（１６．０％）比 ６．９％増） 

 ・ 平成１８年度  １７．１３％ 

   （平成１４年度（１６．０％）比 ７．１％増） 

 

 

８ 私のしごと館の業務運営 

●業務運営への改善反映 

 私のしごと館支援協議会等を平成１６年度、１７年度及び１８年度にお

いて各３回開催し、その意見・提案等を業務運営に反映させた。 

 （意見・提案例） 

 ・ 体験職種を増やすべき。その際には、先端技術の職種だけでなく伝

統工芸に関する職種を検討すべき。（平成１６年度） 

 ・ 私のしごと館を利用する学校に、しごと体験等の機能を有効に活用

してもらうためには、生徒に対してどのような事前指導をすれば良い

か情報提供すべき。（平成１６年度） 

 ・ 土日の誘客のため、親子連れを対象とした企画を増やすべき。（平

成１７年度） 

 ・ 展示・体験ゾーンの中で事務部門に関する内容が少ない。（平成 

１７年度） 

 ・ イベント等による土・日の集客を図るべき。（平成１８年度） 

・ 地域に根付いた施設とするため、地域との連携を強化すべき。（平成

１８年度） 

 （反映例） 

 ・ パソコン組立体験を試行的に実施したほか、伝統工芸である奈良筆

等の職業体験を新規に実施した。（平成１６年度） 

 ・ 私のしごと館活用の事前、事後の学習のために、私のしごと館を利



 
10

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

用するときのポイント等を示した「ワークシート」（中学生版）を開

発し、提供を開始した。（平成１６年度） 

 ・ 「“恐竜博士”になってみよう」、「できるかな？おうちのしごと」

といった親子向けのイベントを１～３月まで実施した。（平成１７年

度） 

 ・ ワークショップにおいて、ファイリング事務の体験の実施回数を増

やしたほか、銀行員や証券事務員の体験も実施した。（平成１７年度）

 ・ 交通機関との連携により、「ゆめはんな１dayチケット」を販売した。

（平成１８年度） 

・ 関西にある６５の美術館・博物館との連携により「ミュージアムぐ

るっとパス」を販売した。（平成１８年度） 

・ 職業体験について新たな取組みを検討した結果、中高生向きのより

高度な内容の体験プログラム（プログラム２）を実施した。（平成１８

年度） 

 

●自己収入の増加と経費の効率化 

（１）自己収入の増加に向けた主な取組み 

① ＰＲ活動 

   イ 教育委員会や校長会等を訪問し修学旅行や校外学習を勧誘し

た。 

    ・ 平成１６年度訪問件数  １，２５９件 

    ・ 平成１７年度訪問件数  １，０８２件 

    ・ 平成１８年度訪問件数    ７３８件 

   ロ 中・高校等の教員等に対する下見の勧奨 

    ・ 下見件数  

平成１６年度      １，２５０件 

平成１７年度      １，５７３件 

平成１８年度      １，３８３件 

    ・ 下見人数  

平成１６年度      ５，２５１人 

      平成１７年度      ５，６０６人 

      平成１８年度      ４，８９５人 

② 体験メニューの充実 

成長に応じたレベルや利用者の個人のレベルに応じた体験を提供

するため、中高生向きのより高度な体験プログラム「プログラム２」

を平成１８年度から実施した。 

  ③ イベントの開催 

   ・ 平成１６年度 

「ものづくり親子体験」としてゴールデンウィーク期間中に集中

的に開催した。 

   ・ 平成１７年度 

     個人客の集客を図るため、親子向けのイベントを開催した。 

・ 平成１８年度 
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平成１７年度までの取組みに加え、先端技術の紹介・体験のイ

ベントなど年間を通じて積極的に開催した。 

④ 解説書及びビデオ等の販売 

   イ 解説書の販売 

専門的・技術的職業等、労働省編職業分類の中から７０３職種

の職業について「仕事内容から、その仕事に就くための適性や資

質、どんな知識が必要か、必要な免許や資格、仕事に就くための

進路まで」を解説した解説書をミュージアムショップ及びインタ

ーネットを通じて販売した。 

   ロ ビデオの販売 

３０種類の仕事を「どんな仕事をするの？、どんな魅力がある

の？、どうすればなれるの？」の３部構成で分かりやすく紹介し

たビデオをミュージアムショップ及びインターネットを通じて販

売した。 

 

□ 自己収入額  平成１６年度  １．１億円 

           平成１７年度  １．１億円 

           平成１８年度  １．４億円 

 

（２）経費の効率化の取組み 

   平成１６年度 

・ 昇降機等の保守契約について、フルメンテナンス方式からスポ

ット方式への契約内容の見直し 

・ 展示・体験設備における運用管理保守契約について、契約内容

の見直し 

・ 職場体験の体験材料の購入方法について、徹底した単価交渉、

材料の一括購入による材料費の引き下げ 

・ 節電等の取組みとして、外光により照度が確保されている場所

等における消灯の実施 

   平成１７年度 

   ・ 館内警備業務及び館内清掃業務について、仕様の精査 

   ・ 情報ゾーン運営業務委託に係る業務内容の精査 

   平成１８年度 

   ・ 館内警備業務及び館内清掃業務について、仕様の精査 

   ・ 日常運転監視及び日常点検業務について、常駐者数を削減 

・ 広報の考え方を見直し、駅看板及びロードサインの一部を撤去、

広報誌「私のしごと館通信（ぴいぷる）」の定期発行及びホームペ

ージ掲載等を実施 

 

□ 経 費  平成１６年度  １６．０億円 

         平成１７年度  １４．９億円 

         平成１８年度  １３．２億円 
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（３）業務・システムの最適化 

平成１８年度から、リスクに対するコントロールがリスクアセスメ

ントに基づいて適切に整備・運用されているかを検証又は評価するこ

とを目的とした監査を実施し、かつ業務システムにおける効率性、合

理性の分析、費用算定方法等の妥当性の分析、安全性、信頼性の確保

及び業務・システム刷新等の方向性に係る刷新可能性調査を実施した。

 

（４）アクションプランの策定 

   厚生労働省において、平成１９年度から３年間を改革期間とする改

革推進計画が策定され、機構においても、今後の運営全般に係る実施

目標、収支改善目標とその目標達成のため講じる具体的措置等を内容

とする改革実行計画（アクションプラン）を平成１９年３月に策定し

た。 
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雇用・能力開発機構 評価シート４（業績評価の実施及び公表による業務内容の充実） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

第３ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項 

  通則法第２９条第２項第３号の国民に

対して提供するサービスその他の業務の

質の向上に関する事項は、次のとおりとす

る。 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内

容の充実について 

適正な業務の推進に資するため、業績評

価を行い、業務運営に反映すること。さら

に、業務内容の透明性を高め、業務内容の

充実を図る観点から、業績評価の結果や機

構の業務の内容について、ホームページ等

において、積極的かつ分かりやすく公表す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

 

 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内

容の充実について 

適正な業務の推進に資するため業績評

価を行い、その結果を受け業務の見直しを

行う。さらに、業務内容の透明性を高め、

業務内容の充実を図る観点から、業績評価

の結果や機構の業務の内容について、ホー

ムページ等において、積極的かつ分かりや

すく公表する。             

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内容の充実 

●業績評価の実施等 

（１）業績評価の実施 

業績評価に当たっては、適正な業務の推進に資するため、各事業に

ついて、年度開始前に運営方針を策定し、各施設に提示するとともに、

施設ごとの目標の設定を行い、定期的に実績を把握し、進捗管理を行

い、その最終的な実績について、理事会において評価を行った。 

なお、評価について、学識経験者その他の有識者１３名の委員から

なる「独立行政法人雇用・能力開発機構運営協議会」から意見を聴取

した。 

 

（２）業務の見直し 

各年度の業績結果を踏まえ、業務運営に反映する観点から、平成 

１７年度に本部職員からなる業績評価・業務改善に係る検討会を設置

し、改善方策等について検討を行うとともに、業績評価結果における

厚生労働省独立行政法人評価委員会からの指摘に対し、業務改善に取

り組んだ。 

また、業務改善に資するため、次の事業について、事業効果測定に

係るフォローアップ調査を実施した。 

  ① 雇用管理研究会・雇用管理講習会、雇用管理研修、新規・成長分

野企業等の雇用管理改善のためのセミナー 

  ② 雇用創出セミナー 

  ③ キャリア・コンサルティング 

  ④ 学卒者訓練 

  ⑤ ヤングジョブスポット 

  ⑥ 私のしごと館 

  ⑦ 中小企業人材確保推進事業助成金 

  ⑧ キャリア形成促進助成金 

 

（３）業績評価結果の公開 

   業績評価の結果については、ホームページ等において公表した。 

 

Ｂ 

3.09 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

 

Ｂ 

3.03 
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●業務内容の公開 

（１）利用者にとって分かりやすさを考慮したホームページ等の作成 

  ① 利用者の利便性を考慮したホームページの作成 

   ・ 利用者の目的別に機能を明示した支援サイトの整理等 

・ よくある質問に対する回答を「Ｑ＆Ａコーナー」として設置 

・ 助成金の活用事例の紹介等、助成金制度紹介のメニューの見直

し 

   ・ 財形融資に係る返済シミュレーション機能を掲載 

   ・ 勤労者財産形成促進制度のサイトに､資料請求コーナーを設置 

   ・ 日本版デュアルシステム携帯サイト等に係るＱＲコードの設置

   ・ 技能者育成資金借受者が住所変更を行えるページの設置 

② 雇用・能力開発機構総合パンフレットの作成 

    機構事業について、情報を知りたい人が理解しやすいように、雇

用の現状と課題に対して機構がどのようなサービスを提供している

のか、分かりやすい構成及びグラフ・表、機構事業の利用者の声を

網羅することにより、見やすく、分かりやすい工夫を加えて総合パ

ンフレットを作成した。 

 

（２）利用者にとって身近な情報の充実 

   ホームページに利用者の声を紹介するトピックス「町かどの機構」

コーナーを設置し、離職者訓練修了者や職業能力開発大学校の修了生

などの企業での活躍、起業・新分野展開支援センターの活用による新

規創業などを紹介することにより、機構事業を身近な情報として発信

した。 
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雇用・能力開発機構 評価シート５（雇用開発業務（相談、講習等）） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

２ 雇用開発業務について 

  就職資金の貸付け、中小企業事業主等に

対して行う雇用管理の改善に関する相談

その他の援助、建設業事業主等に対して行

う雇用管理の改善等に関する相談その他

の援助、沖縄県における離職者等に対する

援助、介護労働者の福祉の増進を図るため

の債務保証等については、事業主等のニー

ズに応えた効果的な実施を目指し、下記事

項のとおり実施すること。 

（１）相談等業務について 

① 利用対象者に対し周知し、相談件数の

増大を図ること。また、相談者等の要望

に的確に応えた相談を行い、相談終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以上

の者から役立った旨の評価が得られる

ようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② また、講習・研修等の実施についても、

終了時にアンケート調査を実施し、 

２ 雇用開発業務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談等業務について 

① 中小企業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する相談等について 

中小企業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する相談等については、

下記のとおり実施する。 

（イ）相談について 

（ⅰ）中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する相談の業務について

は、ホームページ及びパンフレットを通

じて周知すること、また、インターネッ

トによる相談を受け付け、よくある質問

については回答をホームページで公開

することなどにより、中期目標期間の最

終年度までに、相談件数を平成１４年度

の実績と比べて１０％以上増加させる。

（ⅱ）相談事例や企業等の雇用管理の改善等

についての好事例等の情報を積極的に

収集・整理し、その積極的な活用を図る

などにより、相談終了時にアンケート調

査を実施し、８０％以上の者から雇用管

理の改善を進める上で役立った旨の評

価が得られるようサービスの質の向上

を図る。 

 

 

 

（ロ）講習・セミナー等について 

（ⅰ）中小企業等の雇用管理の改善を図るた

２ 雇用開発業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●中小企業事業主等に対する雇用管理改善に関する相談業務等 

（１）相談業務の実施等 

  ① 相談業務の周知・実施 

    中小企業事業主に対して行う雇用管理の改善に関する相談業務に

ついては、ホームページ及びパンフレットを通じて周知を図り、ま

た、ホームページに相談窓口を設置し、よくある質問については回

答をＱ＆Ａとしてホームページで公開することや、平成１８年度に

雇用情勢の改善の動きが弱い７道県に創業支援コーナーを設けるな

どの取組みを行った。この結果、相談件数については、以下のとお

りとなった。 

・ 平成１６年度相談件数  ８３，７４１件 

     （平成１４年度（６４,７３０件）比２９．４％増） 

・ 平成１７年度相談件数  ８２，３１１件 

     （平成１４年度（６４,７３０件）比２７．２％増） 

・ 平成１８年度相談件数  ８３，０２８件 

     （平成１４年度（６４,７３０件）比２８．３％増） 

② アンケート調査の実施 

   イ 相談内容の充実 

     相談事例や雇用管理改善の好事例を収集することなどにより、

相談内容の充実を図った。 

   ロ アンケート調査の実施 

     雇用管理の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば

役に立った」旨の評価を得た割合は、以下のとおりとなった。 

    ・平成１６年度 ９６．６％（有効回答者数１０，３３２人） 

・平成１７年度 ９８．０％（有効回答者数 ９，７１２人） 

・平成１８年度 ９７．４％（有効回答者数 ８，５３１人） 

 

（２）講習会・セミナー等の実施 

   中小企業等における雇用管理の改善等を図るため、以下のとおり講

Ｂ 

3.45 

Ａ 

3.64 

Ａ 

3.82 

 

Ａ 

3.64 
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８０％以上の者から必要な知識等の習

得に役立った旨の評価が得られるよう

にすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めの研究会・講習会などの援助を実施

し、事業終了時にアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から雇用管理の改善

を進める上で役に立った旨の評価が得

られるようサービスの質の向上を図る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）中小企業等に対して労働力の確保及び

良好な雇用の機会の創出のために、関係

機関と連携を図り、効果的な情報の収

集・提供を行うとともに、セミナー等を

実施し、終了時にアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から役に立った旨の

評価が得られるようサービスの質の向

上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

習会・セミナー等を開催した。 

  ① 雇用管理研究会・講習会 

    イ 研究会・講習会の実施 

     中小企業等における雇用管理の改善を図るために、地域等の実

情に応じたテーマによる研究会・講習会を以下のとおり実施した。

    ・ 開催回数 

平成１６年度     ５８３回 

平成１７年度     ６１９回 

平成１８年度     ６０１回 

    ・ 受講者数 

平成１６年度  １８，６５１人 

平成１７年度  ２０，２８５人 

平成１８年度  １９，８６０人 

   ロ アンケート調査の実施  

  雇用管理の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば

役に立った」旨の評価を得た割合は、以下のとおりとなった。 

    ・平成１６年度 ９５．３％（有効回答者数１２，６５７人） 

    ・平成１７年度 ９６．７％（有効回答者数１３，８９８人） 

    ・平成１８年度 ９７．２％（有効回答者数１５，１３６人） 

ハ フォローアップ調査の実施 

      研究会・講習会受講後概ね３ヶ月経過した時点で調査（サンプ

ル調査）した結果、雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改

善に取り組んでいる、あるいは取り組む予定である旨の回答を得

た割合は以下のとおりとなった。 

・平成１６年度  ６４．８％（有効回答者数 ５００人） 

・平成１７年度  ７１．５％（有効回答者数 ５３７人） 

・平成１８年度  ７０．０％（有効回答者数 ７５７人） 

② 新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー 

   イ セミナーの実施 

     新規・成長分野企業等（創業を目指す段階を含む）における労

働力の確保及び良好な雇用機会の創出のために、地域の実情に応

じたテーマによるセミナーを以下のとおり実施した。 

    ・ 開催回数 

       平成１５年度     ４５回（※６１８回）     

平成１６年度    ４０４回 

平成１７年度    ４２８回 

平成１８年度    ３８１回 

     ・ 受講者数  

平成１５年度    ９２３人（※１６，３６８人） 

平成１６年度 １２，７２４人 

平成１７年度 １３，６６９人 

平成１８年度 １３，０２８人 

 
備考：「中期目標期間（平成１５年度～１７年度）の実績報告欄」における「※カッコ内の数値」は、平成１５年４月～１６年２月までの実績。以下同じ。 
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ロ アンケート調査の実施 

雇用管理の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば

役に立った」旨の評価を得た割合は、以下のとおりとなった。 

    ・平成１６年度 ９４．７％（有効回答者数 ８，２３１人） 

    ・平成１７年度 ９６．０％（有効回答者数１０，３５４人） 

    ・平成１８年度 ９６．１％（有効回答者数 ９，７７８人） 

ハ フォローアップ調査の実施 

セミナー受講後概ね３ヶ月経過した時点で調査（サンプル調査）

した結果、雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改善に取り

組んでいる、あるいは取り組む予定である旨の回答を得た割合は

以下のとおりとなった。 

    ・平成１６年度 ６０．９％（有効回答者数  ６４人） 

    ・平成１７年度 ４２．６％（有効回答者数 ２５１人） 

    ・平成１８年度 ５９．６％（有効回答者数 ２０３人） 

③ 中小企業雇用創出普及啓発セミナー 

   イ セミナーの実施 

ベンチャー企業等の中小企業における新たな雇用機会の創出を

図るため、必要となる雇用管理改善等の取組みを検討・整理し、

その成果を普及啓発するためのセミナーを以下のとおり実施し

た。 

    ・ 開催回数 

平成１６年度     ５５回 

平成１７年度     ６４回 

平成１８年度     ６０回 

    ・ 受講者数 

平成１６年度  ３，００６人 

       平成１７年度  ３，６２４人 

       平成１８年度  ２，９５８人 

   ロ アンケート調査の実施 

「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た

割合は、以下のとおりとなった。 

    ・平成１６年度 ９３．８％（有効回答者数２，１９０人） 

    ・平成１７年度 ９６．０％（有効回答者数２，４３６人） 

    ・平成１８年度 ９６．６％（有効回答者数２，０４０人） 

④ 雇用創出セミナー 

イ セミナーの実施 

新規・成長分野企業等（創業を目指す段階を含む）における労

働力の確保及び良好な雇用機会の創出のために、高度かつ最新の

経営・雇用に係る体系的な情報を収集して、セミナーを利用者の

ニーズに応じ、以下のとおり実施した。 

    ・ 開催回数 

平成１５年度       ３回（※３１回） 

平成１６年度      ３４回 
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平成１７年度      ３３回 

    ・ 受講者数 

平成１５年度   ３，２８６人（※３７，９７２人） 

平成１６年度  ５０，３１７人 

平成１７年度  ６２，４９５人 

   ロ アンケート調査の実施 

創業・新分野進出等を進める上で、「役に立った」「どちらかと

いえば役に立った」旨の評価を得た割合は、以下のとおりとなっ

た。 

    ・ 平成１６年度 ９４．６％ 

（有効回答者数  ４３，４４４人） 

    ・ 平成１７年度 ９５．７％ 

（有効回答者数  ５３，０７０人） 

⑤ 他の機関との連携による人材確保・雇用管理等に関する業務 

   イ 出会いの場の開催 

都道府県労働局等関係機関と連携し、新規・成長分野企業等の

経営者や求職者等を対象として、求人情報や雇用管理等の各種支

援制度の情報提供を行うとともに、人材のマッチングを行う「出

会いの場」を以下のとおり開催した。 

    ・ 開催回数 

平成１６年度       ６３回 

平成１７年度       ６６回 

平成１８年度       ６９回 

    ・ 参加者数 

平成１６年度   ６７，８６０人 

       平成１７年度  １１４，２０６人 

       平成１８年度   ７７，０２８人 

・ 参加企業数 

平成１６年度    ４，８４３社 

平成１７年度    ５，９０２社 

平成１８年度    ６，４２９社 

・ アンケート調査の実施 

人材マッチング参加企業と求職者を対象としてアンケート調

査を実施し、「役に立った」旨の評価を得た割合は、以下のおり

となった。 

     平成１６年度 参加企業 ８８．９％ 

（有効回答社数  ３，９６９社） 

             求職者  ８９．２％ 

                   （有効回答者数 １１，２９５人） 

      平成１７年度 参加企業 ８８．９％ 

              （有効回答社数  ４，７６１社） 

             求職者  ９０．４％ 

              （有効回答者数 １２，１１６人） 
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② 建設業事業主等に対して行う雇用管理

の改善に関する相談等について 

建設業労働者の雇用の改善のための建

設業事業主等に対する相談、研修の実施等

については、下記のとおり実施する。 

（イ）相談等について 

（ⅰ）建設業事業主等に対して行う雇用管理

の改善に関する相談等の業務について

は、ホームページ及びパンフレットを通

じて周知すること。また、インターネッ

トによる相談を受け付け、よくある質問

については回答をホームページで公開

する。 

 

（ⅱ）相談事例や建設業事業主等の雇用管理

の改善についての好事例等の情報を積

極的に収集・整理し、その積極的な活用

を図るなどにより、相談終了時にアンケ

ート調査を実施し、８０％以上の者から

雇用管理の改善を進める上で役立った

旨の評価が得られるようサービスの質

の向上を図る。 

 

 

 

（ロ）雇用管理研修について 

建設業事業主等に対して雇用管理に

関する必要な知識等を習得させ、建設業

労働者の雇用の改善を図るための雇用

      平成１８年度 参加企業 ８８．３％ 

（有効回答社数  ５，３６３社） 

求職者  ９１．１％ 

（有効回答者数 １３，１６７人） 

ロ ベンチャー企業等支援制度ガイドブックの作成 

各都道府県センターでは、都道府県、都道府県労働局、政府系

金融機関等の関係機関により構成される新規・成長分野企業等支

援ネットワークを形成し、各機関の事業計画や支援制度等の情報

交換を行うための会議を平成１６年度１００回、平成  １７年度

１１２回、平成１８年度１００回開催した。 

また、各関係機関の支援策を取りまとめたガイドブックを作成

し、支援ネットワークの各関係機関のほか地域の商工会、地域中

小企業支援センター等へ配布した。 

 

●建設業事業主等に対する雇用管理の改善に関する相談・啓発活動 

（１）相談業務の実施 

  ① 相談業務の周知・実施 

建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する相談業務に

ついては、ホームページ及びパンフレットを通じて周知を図り、ま

た、ホームページに相談窓口を設置、よくある質問については、回

答をＱ＆Ａとしてホームページで公開するなどの取組みを行った。

・ 平成１６年度相談件数  ６１，４３０件 

・ 平成１７年度相談件数  ５５，９７１件 

・ 平成１８年度相談件数  ５８，０４５件 

② 普及啓発業務の実施 

建設雇用改善推進月間（１１月）に、「建設業に働く若者からのメ

ッセージ」の募集、全国大会として「建設雇用改善推進の集い」、地

方大会として「建設雇用改善推進大会」等を開催した。 

③  アンケート調査の実施 

   イ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、適宜相談に活用

することにより相談内容の充実を図った。 

   ロ アンケート調査 

建設業事業主等から雇用管理の改善を進める上で「役に立った」

「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た割合は、以下の

とおりとなった。 

    ・ 平成１６年度 ９５．３％（有効回答者数３，４７７人） 

    ・ 平成１７年度 ９９．０％（有効回答者数２，６１９人） 

    ・ 平成１８年度 ９６．６％（有効回答者数３，２１１人） 

 

（２）雇用管理研修の実施 

  ① 雇用管理研修の実施 

建設業事業主等に対して、都道府県、各都道府県労働局等の関係

機関や建設事業主等の関係団体と建設雇用改善推進会議を実施する
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管理研修を実施し、終了時にアンケート

調査を実施し、８０％以上の者から雇用

管理の改善を進める上で役立った旨の

評価が得られるようサービスの質の向

上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 沖縄県における離職者等に対する援助

業務について 

沖縄県における離職者等に対する就職

相談、免許・資格取得相談、生活相談など

の再就職の支援を図るための援助業務に

ついては、公共職業安定所との連携の下、

下記のとおり実施する。 

沖縄県における離職者を対象に就職の

ための相談に応じ、これらの問題の解決を

図るとともに、沖縄県からの就職者の多い

大都市（東京、愛知、大阪）に相談員を配

し、関係機関と密接な連携を図りつつ、生

活指導、職場適応指導等を実施する。 

また、利用者に対するアンケート調査を

実施し、８０％以上の者から就職活動を進

等して情報交換を行いつつ、ニーズに応じた雇用管理改善に関する

テーマによる雇用管理研修を以下のとおり実施した。 

また、建設業における雇用管理改善の一層の推進を図るため、雇

用管理研修を修了した者に対して、冊子「われら雇用管理責任者」

を配布した。 

    ・ 開催回数 

平成１６年度    １７５回 

平成１７年度    １９７回 

平成１８年度    ２０６回 

    ・ 受講者数 

平成１６年度  ６，７４３人 

       平成１７年度  ７，３８７人 

       平成１８年度  ７，７５１人 

② アンケート調査の実施 

雇用管理の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役

に立った」旨の評価を得た割合は、以下のとおりとなった。 

   ・ 平成１６年度  ９６．７％（有効回答者数６，２０４人） 

   ・ 平成１７年度  ９７．８％（有効回答者数６，８５６人） 

   ・ 平成１８年度  ９８．１％（有効回答者数７，２５１人） 

  ③ フォローアップ調査の実施 

研修受講後概ね３ヶ月経過した時点で調査（サンプル調査）を実

施した結果、雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改善に取り

組んでいる、あるいは取り組む予定である旨の回答を得た割合は以

下のとおりとなった。 

   ・ 平成１６年度  ５５．７％（有効回答者数  ２５３人） 

   ・ 平成１７年度  ６２．４％（有効回答者数  ２５８人） 

   ・ 平成１８年度  ６３．８％（有効回答者数  ２９０人） 

 

●沖縄県における離職者等に対する援助業務の実施 

沖縄県内における就職のための相談や、沖縄県からの就職者の多い大都

市（東京、愛知、大阪）に配置した相談員により、以下のとおり相談を実

施した。 

 ・ 相談件数      

平成１５年度   １５７件（※１，７８５件） 

平成１６年度   ８２３件 

平成１７年度   ９５０件 

平成１８年度 １，２３９件 

 ・ アンケート調査 

   「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た割合

は、以下のとおりとなった。 

    平成１６年度  ９６．９％（有効回答者数   ９６人） 

    平成１７年度  ９９．４％（有効回答者数  １５８人） 

平成１８年度  ９９．８％（有効回答者数  ４８２人） 
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める上で役立った旨の評価が得られるよ

うサービスの質の向上を図る。 

④ その他 

事業主、求職者に対する総合的な相談、

技術的な援助等を行う職員に対して研修

等を実施し、より専門的資質を高めるとと

もに、雇用管理相談等を通じて蓄積したノ

ウハウを活用することにより、サービスの

質の向上を図る。            

 

 

●職員研修 

事業主、求職者等に対する総合的な相談業務等を行う職員に対して、施

設における相談事例を教材としたケーススタディなど、職員の資質を高め

るための研修を検討し実施した。 

 ・ 平成１６年度実施回数  １０８回 

 ・ 平成１７年度実施回数  １３０回  

・ 平成１８年度実施回数  １１２回 
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雇用・能力開発機構 評価シート６（雇用開発業務関係助成金等の業務） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（２）助成金の支給､貸付等の業務について 

① ホームページ及びパンフレットにお

いて、制度内容、利用条件、相談･受付

窓口等を公開し、申請者の利便を図るこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 説明会や相談業務を通じて、制度の趣旨

等を申請者に対し十分に周知することに

より､申請者の利便を図るとともに申請内

容の適正化や不正受給の防止を図ること。

なお、説明会については､終了時にアンケ

ート調査を実施し、内容を理解した旨の評

価を８０％以上得られるようにすること｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）助成金の支給、貸付等の業務について

① 助成金の支給業務について 

中小企業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する助成金、建設業事業

主等に対して行う雇用管理の改善等に

関する助成金及び介護労働者の福祉の

増進を図るための助成金の支給業務に

ついては、以下の点に特に留意して適正

に実施する。 

（イ）制度の周知等について 

（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を利用者の視点に立ったわかり

やすい表現で、ホームページ及びパン

フレットに掲載し、周知するとともに、

インターネットを通じた質問を受け付

け、よくある質問については回答をホ

ームページに公開するなど積極的に利

用者の利便の向上と情報提供に努め

る。さらに、支給金額、利用条件等の

制度内容に変更があった場合は当該変

更が確定した日から、７日以内にホー

ムページ等で公開する。 

（ⅱ）パンフレットや申込みに係る手引等

を作成し、都道府県センターや公共職

業安定所等関係機関において配布す

る。また、説明会や相談業務を通じて

制度の趣旨、内容、申請手続等を利用

者に対して十分に説明することなどに

より、利用者の利便を図るとともに、

関係機関との連絡会議等を開催し情報

を共有することにより、申請内容の適

正化や不正受給の防止等を図る。 

 

 

 

（ⅲ）中小企業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する助成金及び建設

業事業主等に対して行う雇用管理の

改善等に関する助成金について、説明

●助成金の支給 

 中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する助成金、建設業

事業主等に対して行う雇用管理の改善等に関する助成金及び介護労働者の

福祉の増進を図るための助成金の支給業務については、ホームページに相

談窓口を設置するとともに、申請者の利便や申請内容の適正化、不正受給

防止を図るため、以下の措置を講じた。 

 

 

 

（１）制度の周知・説明 

① ホームページでの周知 

    制度の趣旨、内容、申請手続について、ホームページにおいて、

制度内容の紹介や制度改正の公開（７日以内）を行うことにより周

知を図るとともに、インターネットを通じて質問を受け付け、よく

ある質問については、回答をＱ＆Ａとして、ホームページで公開し

た。また、参考として助成金の活用事例を公開した。 

 

 

 

 

 

 

② パンフレット等の作成、配布による周知 

     パンフレットや申請書の記入例を盛り込んだ申請の手引き等を作

成し、都道府県、事業主団体等を通じて中小企業の事業主等へ配布、

周知した。 

（作成状況） 

・ 中小企業労確法関係助成金（平成１６年度  ８種類） 

・ 建設雇用改善関係助成金 （平成１６年度 １１種類） 

・ 介護労働関係助成金   （平成１６年度  １種類） 

③ 関係機関との連携 

広報や相談等の連携等についての情報交換や意見交換など都道府

県労働局等関係機関との連絡会議を平成１６年度３４７回、平成 

１７年度３７３回、平成１８年度３３７回開催し、情報の共有化を

図った。 

④ 説明会及び個別相談の実施 

   ・ 説明会開催回数 

平成１５年度       ９７回（※１，７８１回） 

平成１６年度    ４，７１６回 

Ｂ 

3.36 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

 

Ｂ 

3.12 
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③ 申請に係る諸手続の合理化を進めるこ

とにより､申請者の手続面での負担の軽減

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 職員研修等による担当者の審査能力の

向上、実地調査の実施等により、不正受給

の防止に努めること｡ 

 

 

 

 

会を積極的に開催するとともに、終了

時にアンケート調査を実施し、８０％

以上の者から、助成金の制度の理解に

役立った旨の評価が得られるようサ

ービスの質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅳ）重点的に周知・広報を行うべきと認

められる助成金については、予算の範

囲内で、新聞、一般誌の広告等を活用

して周知を図る。 

 

（ロ）手続等について 

（ⅰ）申請者の声や適正支給に配慮しつ

つ、申請書の記載項目の簡略化、添付

書類の簡素化等による事務手続の合

理化を進めることにより、申請者の手

続面での負担の軽減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）職員研修を強化し、審査能力の向上

を図り、助成金の不正受給の更なる防

止を図るとともに、助成金の不正受給

防止対策として可能な限り直接事業所

を訪問するなどし、支給要件と実際に

合致しているか等の確認を行う。疑義

のあるものについては、すべて直接事

平成１７年度    ３，３６５回 

      平成１８年度    ２，８４４回 

 ・ 説明会参加者数  

平成１５年度    ２，６５１人（※７０，８０１人） 

平成１６年度  １３７，３３１人 

平成１７年度   ９１，８６５人 

平成１８年度   ７７，１７４人 

   ・ 個別相談件数   

平成１６年度   ８１，００９件 

平成１７年度   ７９，４９４件 

平成１８年度   ７７，７９９件 

⑤ アンケート調査の実施 

説明内容が「理解できた」「どちらかといえば理解できた」旨の評

価を得た割合は、以下のとおりとなった。 

   ・ 平成１６年度 ９０．７％（有効回答者数２５，９２１人） 

   ・ 平成１７年度 ９１．９％（有効回答者数２０，８６９人） 

   ・ 平成１８年度 ９１．７％（有効回答者数２１，４５０人） 

⑥ 雑誌等への広告掲載 

     中小企業基盤人材確保助成金について、創業支援誌に広報掲載を

行うとともに、各都道府県において地方新聞等の活用による広報を

行った。 

 

（２）手続の簡素化等 

   申請書の記載項目の簡略化等について、平成１６年度において検討

し、次の助成金の要領を平成１７年４月１日に改正・施行した。 

  ① 中小企業基盤人材確保助成金・中小企業雇用管理改善助成金 

実施計画認定申請書の記載項目の簡略化（雇用保険適用事業所番

号欄の削除） 

  ② 建設教育訓練助成金外６助成金 

支給・認定申請書の記載項目の簡略化（社印（団体印）の省略）

  ③ 建設教育訓練助成金 

    添付書類の記載項目の簡略化（受講者名簿の年齢の省略） 

また、平成１７年度において建設教育訓練助成金（第２種通信教

育訓練）の認定手続の廃止を検討し、平成１８年度に要領を改正・

施行した。 

 

（３）審査能力の向上 

助成金担当者の審査能力の向上を図るため平成１６年度に審査マニ

ュアル等を作成した。また、助成金の相談・審査業務、審査期間の短

縮、不正受給防止等に係る職員研修等を平成１６年度４０８回、平成

１７年度５３６回、平成１８年度５６８回実施した。 
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業所を訪問することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 就職資金貸付等について 

（イ）制度の周知等について 

（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付窓口

等を利用者の視点に立ったわかりやす

い表現で、ホームページ及びパンフレッ

トに掲載し、周知するとともに、インタ

ーネットを通じた質問を受け付け、よく

ある質問については回答をホームペー

ジに公開するなど積極的に利用者の利

便の向上及び情報提供に努める。さら

に、利用条件等の制度内容に変更があっ

た場合は当該変更が確定した日から、

７日以内にホームページ等で公開する。

（ⅱ）パンフレットや申込みに係る手引等を

作成し、都道府県センターにおいて配布

するとともに、職業安定機関その他の関

係機関における配布など連携を図る。 

 

（４）不正受給の防止 

支給要件に合致しているかの確認のため可能な限り直接事業所訪問

を行い、疑義のあるものについては、すべて直接事業所を訪問し確認

した。また、雇用保険３事業助成金に関して、都道府県労働局と連携

を図り、雇用保険関係データの照会（ＯＣＲ照会）を行った。さらに、

本部に監察役及び各都道府県センターに給付調査役を配置し、不正受

給防止の強化を図った。 

・ 事業所訪問数 

平成１５年度    ３０６件（※３，０９７件） 

（内 疑義事業所訪問数  ４４件）（※５１８件） 

平成１６年度  ３，６２３件 

（内 疑義事業所訪問数 ３０３件） 

平成１７年度  ５，０９７件 

（内 疑義事業所訪問数 ２８９件） 

平成１８年度  ３，１５５件 

（内 疑義事業所訪問数 ２１７件） 

 

（５）フォローアップ調査の実施 

   中小企業人材確保推進事業助成金の支給を受けた事業協同組合等を

通じ、その構成中小企業者に対し、調査（サンプル調査）を実施した

結果、雇用管理改善事業実施前と比較して雇用管理の改善が図られた

との回答を得た割合は以下のとおりとなった。 

  ・ 平成１７年度 ８０．５％（有効回答社数 ７，６４７社） 

  ・ 平成１８年度 ８０．０％（有効回答社数 ６，８７４社） 

 

●就職資金貸付及び介護労働者の福祉の増進を図る認定事業主等に対する

債務保証 

 制度の趣旨、内容、申請手続について、ホームページに相談窓口を設置

するとともに、以下により利用者に対して周知・説明した。 

  ① ホームページでの公開 

    イ インターネットを通じて質問を受け付け、よくある質問につい

ては、回答をＱ＆Ａとしてホームページで公開した。 

    ロ 平成１６年度、１７年度及び１８年度は、制度内容の変更はな

かったこと。 

 

 

 

 

  ② パンフレット等の作成、配布 

パンフレットを作成するとともに、申請書の記入例を盛り込んだ

申請の手引き等を職業安定機関等を通じて利用者に配布した。また、

就職資金貸付については、道県等との連絡会議の開催等により情報

を共有化するなど連携を図り、周知等を行った。 
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（ロ）手続について 

申請者の声や適正支給に配慮しつつ、

申請書の記載項目の簡略化、添付書類の

簡素化等による事務手続の合理化を進

めることにより、申請者の手続面での負

担の軽減を図る。 

（作成状況） 

・ 就職資金貸付（２種類） 

・ 債務保証（１種類） 

③ 認定申請書の記載項目の簡略化 

就職資金（特例就職資金及び沖縄県外就職資金）の借受申請書に

おける性別欄の削除を検討し、平成１７年３月３１日に貸付要領を

改正、平成１７年４月１日から施行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
26

雇用・能力開発機構 評価シート７（連携及び人材ニーズ把握） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

３ 職業能力開発業務について 

（１）関係機関等の連携について 

職業訓練の実施に当たっては、都道府

県労働局、都道府県、事業主団体、教育

機関等と十分に連携を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 職業能力開発業務について 

（１）関係機関等の連携について 

職業訓練の実施に当たっては、都道府

県労働局、都道府県、事業主団体、教育

機関等幅広い関係機関と柔軟かつ十分

な連携を図り、人材育成地域協議会、就

職促進能力開発協議会等を活用するな

ど、定期的に連絡会議を開催し、真に地

域の人材ニーズに応じた、かつ効果的な

職業訓練を実施する。 

特に、地域の産業動向を踏まえた人材

ニーズを把握するため、都道府県商工担

当部や地域の事業主団体等と連携を密

にする。また都道府県職業能力開発行政

との連携を強めるため、新たに開発した

訓練コースやキャリア・コンサルティン

グ手法などのノウハウの情報提供及び

都道府県の職業訓練指導員の再訓練を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 職業能力開発業務 

●関係機関等の連携 

 職業能力開発業務の実施に当たり、以下により都道府県労働局等の関係

機関等との連携を図った。 

（１）会議等の実施 

  ① 人材育成地域協議会の開催（４７都道府県で平成１６年度延べ 

９６回、平成１７年度延べ９４回開催、平成１８年度延べ９４回開

催） 

    地域の教育訓練資源を効果的に活用し、地域における教育訓練を

実践的に推進していくため、地域の人材ニーズ・訓練ニーズに基づ

き、次の事項を中心に協議・検討を行った。 

   ・ 多様な職業訓練機会の整備に関する事項 

 ・ 若年者のキャリア形成支援に関する事項 

  ② 就職促進能力開発協議会の開催（４７都道府県で平成１６年度延

べ１１１回、平成１７年度延べ１０６回開催、平成１８年度延べ 

１０３回開催） 

     求職者の就職促進に向けた職業能力開発等に係る対策の円滑な実

施を図るため、地域の労働市場の動向や人材ニーズを踏まえた訓練

コースの設定、訓練受講者及び修了者に対する情報提供・就職支援

の体制に係る連携・協力のあり方等について協議した。 

  ③ その他各種会議の開催・活用による連携 

     地域の人材ニーズ等を把握するため、職業能力開発推進協議会の

開催や都道府県及び都道府県労働局等が主催する各種連絡会議への

出席などにより連携を密にした。 

 

（２）訓練コース等の情報提供 

  ① カリキュラムモデルの公開 

機構が新たに開発した離職者訓練カリキュラムモデル（平成１６

年度３コース、平成１７年度２コース、平成１８年度１コース）、在

職者訓練カリキュラムモデル（平成１６年度１０６コース、平成 

１７年度１２６コース、平成１８年度１４コース）を職業能力開発

総合大学校のホームページで公開した。 

  ② 都道府県等への情報提供 

   ・ 職業訓練の実施に資する調査・研究報告書を都道府県職業能力

開発主管課、民間教育訓練機関等へ配布した。 

   ・ ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究報告書の概要を

都道府県職業能力開発主管課、民間教育訓練機関等へ配布した。

   ・ キャリア・コンサルティングの手法・効果に関する調査研究報

告書及びキャリア形成に関するビデオ等について、都道府県セン

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

2.91 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

2.97 
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（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 

効果的な職業訓練を実施するため、各

地域ごとに、人材ニーズの把握を徹底

し、把握したニーズに基づき、適切な訓

練カリキュラムを設定すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 

① 各地域ごとに、事業主団体、都道府県、

公共職業安定所等関係機関から意見を

聴くとともに、労働者派遣事業所、民間

職業紹介事業所、個別企業等を訪問し、

ヒアリング調査を行い、毎年度、その結

果をもとに訓練カリキュラムの設定を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ターを通じて都道府県職業能力開発主管課等へ情報提供を行っ

た。 

   ・ キャリア・コンサルティングのノウハウとして「ライフステー

ジに応じたキャリア形成のための職業能力開発モデルケース研

究」を実施し、職業能力開発総合大学校のホームページで報告書

を公開した。さらに、都道府県職業能力開発主管課等へ報告書を

配布した。 

・  事業主の人材育成能力の強化等に関する研究に係る中間報告書

を作成し、職業能力開発総合大学校のホームページで公開すると

ともに都道府県職業能力開発主管課等へ情報提供を行った。 

 

（３）都道府県の職業訓練指導員に対する再訓練の実施 

① 実施場所  職業能力開発総合大学校 

② 実施人数  平成１６年度  ６６９人 

          平成１７年度  ６６０人 

          平成１８年度  ６３８人 

③ 実施内容  専門技術研修、テーマ別研修、訓練技法開発研修、

長期実践派遣研修、短期実践技術研修 等 

 

●人材ニーズの把握等 

効果的な職業能力開発を実施するため、以下のとおり取り組んだ。 

（１）人材ニーズの把握と訓練カリキュラムの設定 

  ① 地域における人材ニーズの把握 

    以下の取組みにより、労働市場における求人・求職の状況、地域

産業技術等の動向などから地域の人材ニーズを把握した。 

   ・ 中小企業団体中央会等の都道府県中央団体に対するヒアリング

   ・ 個別企業、事業主団体等に対するヒアリング 

   ・ 労働者派遣事業所、民間職業紹介事業所に対するヒアリング 

    ・ 都道府県労働局、都道府県職業能力開発主管課、ハローワーク

等の意見聴取 

   ・ ハローワークの統計資料等の活用 

   ・ 地域の教育訓練施設の訓練実施状況の調査 等 

② 訓練コースの見直し 

訓練コースについては、各都道府県の職業安定機関や事業主団体

等のヒアリングにより把握した地域の人材ニーズを十分に反映した

技能・技術、知識を習得できるようにカリキュラムの内容を精査す

るとともに、民間教育訓練機関等の教育訓練実施状況を踏まえて、

見直しを行った。 

イ 在職者訓練 

    ・ 見直しコース数  

       平成１６年度   ２，８８７コース 

       （廃止：１，９３２コース、内容変更：９５５コース） 

       平成１７年度   ４，５８９コース 
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② 在職者訓練については、よりニーズに応

じた効果的な職業訓練とするため、事業主

団体等の要望に応じて、訓練コースを設定

するオーダーメイド型での訓練を積極的

に実施する。             

（廃止：４，０４２コース、内容変更：５４７コース） 

       平成１８年度   ６，６３７コース 

（廃止：５，９９７コース、内容変更：６４０コース） 

※ 実施コース数 

       平成１６年度  １２，０１１コース 

       平成１７年度  １１，４７８コース 

       平成１８年度   ８，１４８コース  

   ロ 離職者訓練 

    ・ 見直しコース数  

       平成１６年度  １４９コース 

（廃止： ７５コース、内容変更： ７４コース） 

       平成１７年度  １４２コース 

（廃止： ７６コース、内容変更： ６６コース） 

平成１８年度  ２２３コース 

（廃止：１０３コース、内容変更：１２０コース） 

     ※ 実施コース数 

        平成１６年度    ６２４コース 

        平成１７年度    ６０６コース 

        平成１８年度    ５８３コース 

③ 外部意見の聴取 

見直しを行うに当たっては、人材ニーズとの適合性や民間教育訓

練機関等との役割分担を踏まえ、民間教育訓練機関等との競合や役

割などを一層明確に示す観点から提示する資料等の見直しを行い、

大学その他の学校関係者、産業界、ＮＰＯ、関係省庁等産学官関係

者を構成員とする人材育成地域協議会及び職業能力開発推進協議会

等において、外部委員等の意見を聴取した。 

 

（２）オーダーメイド型訓練コースの積極的実施 

  ・ 訓練コース数 

     平成１６年度   ２，５５２コース 

     平成１７年度   ３，５８０コース 

平成１８年度   ２，７５８コース 
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雇用・能力開発機構 評価シート８（在職者訓練） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（３）在職者を対象とする職業訓練について 

社会の産業構造の変化が急激化する

中、企業の事業展開等にあわせて、個々

の労働者が職業能力を向上させていく

ことが、我が国の健全な経済発展のため

に必要不可欠となっている。また、産業

の基盤を支えるための高度な職業能力

の向上も引き続き重要である。こうした

状況を踏まえ、機構は、事業主等のニー

ズ等に基づき、在職者を対象とした職業

訓練を実施すること。 

① 受講者に対してアンケート調査を実

施し、８０％以上の者から職業能力の向

上に役に立った旨の評価が得られるよ

うにすること。また、事業主の指示によ

り職業訓練を受講した場合については、

当該事業主についてもアンケート調査

を実施し、８０％以上の者から受講者に

職業能力の向上が見られた旨の評価が

得られるようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）在職者を対象とする職業訓練について

社会の産業構造の変化や技術革新が

進展する中、既に就業している者の職業

能力が向上できるよう、次により在職者

向け職業訓練を実施する。 

 

 

 

 

 

 

① 受講者に対してアンケート調査を実

施し、８０％以上の者から職業能力の向

上に役立った旨の評価が得られるよう、

訓練ニーズの把握を徹底した上で訓練

コースの設定を行う、訓練内容・方法に

ついて適宜必要な見直しを加えるなど

により、より有用かつ効果的な職業訓練

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

② 事業主の指示により職業訓練を受講

した場合については、当該事業主に対し

てもアンケート調査を実施し、８０％以

上の者から受講者に職業能力の向上が

見られた旨の評価が得られるよう、オー

ダーメイド型訓練等、事業主の訓練ニー

ズに応じた職業訓練を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

●在職者を対象とする職業訓練 

 社会の産業構造の変化や技術革新の進展に対応した職業能力の向上が図

れるよう、事業主等のニーズ等に基づき在職者訓練を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）受講者に対するアンケート調査の実施 

    受講者に対するアンケート調査において、職業能力の向上に「役に

立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た割合は、以下

のとおりとなった。 

  ・ 平成１６年度     ９７．４％ 

    （受講者数   １１３，２１７人） 

    （有効回答者数  ９０，６４７人） 

  ・ 平成１７年度     ９７．０％ 

    （受講者数   １１２，０７７人） 

    （有効回答者数  ９１，１３８人） 

  ・ 平成１８年度     ９７．１％  

    （受講者数    ８１，９１０人） 

    （有効回答者数  ６８，０９６人） 

 

（２）事業主に対するアンケート調査の実施 

   受講者を派遣した事業主に対するアンケート調査において、受講者

が学んできた技術・知識が事業所で「役に立った」「どちらかといえば

役に立った」旨の評価を得た割合は、以下のとおりとなった。 

  ・ 平成１６年度      ９３．６％ 

（調査コース数    １，８３３コース） 

（有効回答事業所数  ７，６４８事業所） 

   ・ 平成１７年度      ９４．０％ 

（調査コース数    ６，６２８コース） 

（有効回答事業所数 １６，６６８事業所） 

  ・ 平成１８年度      ９５．２％ 

（調査コース数    ５，２６８コース） 

（有効回答事業所数 １１，７２８事業所） 

 

Ａ 

3.64 

Ａ 

3.64 

Ａ 

3.64 

Ａ 

3.64 
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② 在職者訓練の効果を客観的に把握す

る観点から、受講者が習得した能力（習

得度）の測定・評価を実施すること。 

 

 

③ 訓練開始時及び訓練修了時の能力をそ

れぞれ把握し比較することにより、受講者

が習得した能力（習得度）を測定し評価す

る。                 

（３）習得した能力の測定・評価 

平成１６年度において、診断ツールを活用し、１９の職業能力開発

施設において試行実施し、その結果を踏まえ平成１７年度においても

一部の施設で試行を継続するとともに、測定・評価方法についての改

善を図り、平成１８年度から全国で実施した。 
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雇用・能力開発機構 評価シート９（離職者訓練） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（４）離職者を対象とする職業訓練について 

昨今の厳しい雇用情勢の中、失業者に

対して、適切かつ効果的な職業訓練を実

施し、再就職へとつなげるものとするこ

と。 

 

① 訓練の結果が再就職に結び付くよう、

受講指示前に十分なキャリア・コンサル

ティングを実施し、意欲、適性、能力等

に応じた訓練コースの選定を行い、就職

に資する訓練効果の高い職業訓練を実

施すること。また、訓練開始時より積極

的に就職支援活動を行うこととし、これ

らにより、中期目標期間の最終年度まで

に、施設内訓練修了者の就職率を７５％

以上とし、委託訓練修了者の就職率を 

６０％以上とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）離職者を対象とする職業訓練について

厳しい雇用情勢の中、失業者が早期に

再就職できるよう、次により離職者向け

職業訓練を実施する。 

 

 

① 訓練コースの選定、就職支援等につい

て 

（イ）キャリア・コンサルティングについ

ては、各相談者に対し時間的にも内容

的にも十分な対応を行い、その結果に

基づき、当該相談者の意欲、適性、能

力等に合致した訓練コースの選定等

を行い、就職に資する職業訓練の受講

を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）受講者の意欲、適性、能力等を把握

し適切な選定に資するよう、面接試

験、学力試験、適性検査等を行う。ま

た、委託訓練の場合においては、当該

委託先機関を関与させるようにする。

（ハ）施設内訓練においては、訓練開始時

より就職支援を徹底して行う。また、

委託訓練の場合においては、委託先へ

の就職支援の指導・求人情報提供等を

積極的に行う。 

 

 

 

 

 

 

●離職者を対象とする職業訓練 

 離職者を対象とする職業訓練の実施に当たっては、失業者が早期に再就

職ができるよう、人材ニーズを反映した訓練コースの設定を行うとともに、

訓練受講者のニーズに応じた訓練コースの選定、きめ細かな就職支援等の

積極的な取組み、委託先及び企業との連携の強化、就職状況を重視した委

託先の選定等により効果的な離職者訓練の実施に努めた。 

（１）訓練コースの選定、就職支援等 

  ① 適切な訓練コースの選定 

訓練受講希望者等に対し、都道府県センターに設置している「キ

ャリア形成支援コーナー」及び公共職業安定所に設置している｢キャ

リア形成相談コーナー｣において、キャリア・コンサルティングを実

施し、本人の適性及び能力等を十分把握した上で適切な訓練受講に

結びつくような支援を実施した。 

   ・ キャリア形成支援コーナー相談件数  

平成１５年度  １３，２４７件（※１８８，３８１件） 

平成１６年度 ２５５，９６１件 

平成１７年度 ２５１，５１９件 

平成１８年度 ２２９，３５７件 

   ・ キャリア形成相談コーナー相談件数 

平成１５年度  ８３，３９２件（※８５４，９５２件） 

平成１６年度 ６４３，６１３件 

         平成１７年度 ５９９，５００件 

      平成１８年度 ４６８，９０４件 

② 受講者の選考 

     受講者の選考に当たって、各施設において定めている入所選考基

準に基づき、面接試験、学力試験、適性検査等を実施した。 

    なお、委託訓練の受講者の選考に当たって、可能な場合には、委

託先の参加による選考を行った。 

③ 施設内訓練の就職支援 

     施設内訓練においては、入所から修了までの間における訓練生に

対する就職支援について、次の取組みを徹底した。 

・ 段階的できめ細かい面接指導の実施 

・ 求人開拓及び公共職業安定所との連携等による求人情報の提供

      ・ 事業主への訓練生求職情報の提供 等 

  ④ 委託先への就職支援の指導等 

       委託訓練においては、委託先が行う「就職支援」の内容に関し、

委託先ごとに巡回等による指導等（平成１６年度５，３６８件、平

成１７年度６，３８０件、平成１８年度６，１７９件）を行い、次

の取組みを徹底した。 

Ｂ 

3.45 

Ａ 

4.00 

Ａ 

3.82 

Ａ 

3.76 
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② 上記目標を達成するため、また、民間教

育訓練機関の育成という点も踏まえ、民間

教育訓練機関への委託については、委託先

の開拓を積極的に実施し、かつ、委託に際

しては、機構が有する職業能力開発及び就

職支援のノウハウの提供や指導を行うこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）以上により、就職率の向上を図り、中

期目標期間の最終年度までに施設内訓

練修了者の訓練終了後３ヶ月時点の就

職率を７５％以上とし、委託訓練修了者

の訓練終了後３ヶ月時点の就職率を

６０％以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

② 委託訓練について 

（イ）専修学校・各種学校への委託のみなら

ず、大学・大学院、ＮＰＯや事業主への

委託を含めて、委託訓練先の開拓を積極

的に実施するほか、委託先への就職支援

の指導・情報提供を積極的に行い、委託

訓練の就職率の向上を図る。 

 

（ロ）個別の受講者のニーズに応じ、より多

様な訓練コースを提供できるよう、民間

教育訓練機関の既存の訓練コースの中

から選択して受講を行うことを可能と

する。 

 

（ハ）各委託先毎に、実施した訓練の内容に

ついて、就職率等の点から、評価を行い、

就職率の低い委託先については、その要

因を分析し、次回以降の委託先の選定等

に当たって反映させる。また、継続して

同じ機関へ委託を行う場合には、次年度

の就職率が、当該年度以上となるよう、

訓練コース設定の指導、就職支援のノウ

ハウの提供に努める。 

（ニ）事業主を活用した訓練については、訓

練コーディネートを行うアドバイザー、

訓練委託先開拓員等の効果的活用によ

り、適切な訓練コースのコーディネー

    ・ 訓練生の就職活動や就職状況の進捗管理 

   ・ 公共職業安定所との連携等による求人情報の提供 

   ・ 訓練生の求職情報を提供するシステムへの登録 等 

⑤ 就職率 

       人材ニーズを反映した的確な訓練内容と、上記①から④の取組み

により、訓練終了後３ヶ月時点の就職率は、以下のとおりとなった。

   ・ 施設内訓練 

平成１６年度  ７８．５％ 

平成１７年度  ７９．６％ 

平成１８年度  ８１．５％ 

   ・ 委託訓練 

平成１６年度  ６０．５％ 

       平成１７年度  ６６．０％ 

      平成１８年度  ６８．６％ 

     ※ 各年度とも翌年度４月末における訓練終了後３ヶ月時点の実績 

 

（２）委託訓練の実施 

  ① 委託先の開拓 

     地域の産業界、企業が求めている広範な人材ニーズに対応が可能

となるよう、専修学校等の民間教育訓練機関のほか、事業主、事業

主団体、ＮＰＯ法人、大学、大学院を活用した多様な訓練コースを

実施した。特に、事業主やＮＰＯ法人の委託先開拓を進めるため、

商工会議所やＮＰＯ支援センターと連携した訓練委託先開拓の取組

みを行った。 

② コース情報の提供 

     民間教育訓練機関が一般向けに既に開設しているコースのうち、

一定の要件を満たすものを事前に公共職業訓練実施可能講座として

認定することにより、求職者自身が自らの希望や適性に応じて自主

的に選択したものについて訓練の委託を行い、「自主選択訓練コー

ス」として実施した。 

③ 委託先選定方法 

     公正かつ適正な委託先の選定を行うための委託先選定基準に基づ

き、就職ガイダンス実施等の就職支援体制、就職状況など就職支援

状況等に関する評価項目を重視するとともに、教室・施設設備等の

訓練環境及び運営体制に関する評価項目を併せた総合評価により委

託先の選定を行った。 

 

 

 

④ 適切な訓練コースの設定 

訓練委託先開拓員の活用により求人企業を積極的に開拓するとと

もに、訓練コーディネート等業務担当者を活用し、次のとおり訓練

コースの設定を行った。 
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ト、訓練委託先の開拓、訓練委託先に対

するコース設定等に対する支援等を行

い、訓練内容の充実を図る。 

・ 平成１６年度  ３，２８６コース 

・ 平成１７年度  ３，３５５コース 

・ 平成１８年度  ３，５７０コース 
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雇用・能力開発機構 評価シート１０（学卒者訓練） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（５）学卒者を対象とする職業訓練について 

日本の産業の基盤を支える人材を育

成するために、職業能力開発大学校等の

専門課程においては、実験・実習を多く

取り入れた職業訓練を実施し、技術革新

に対応できる高度な知識と技能・技術を

兼ね備えた実践技術者を養成する。ま

た、応用課程においては、産業界や地域

のニーズに応じて、新製品の開発、生産

工程の構築等に対応できる生産技術・生

産管理部門のリーダーとなる人材を養

成するものとすること。 

① 中期目標期間の最終年度までに専門

課程及び応用課程の修了者のうち、就職

希望者の就職率を９５％以上とするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 職業能力開発大学校等について、産学

連携や他大学等関係機関との連携を強

め、より地域に開かれたものとするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）学卒者を対象とする職業訓練について

日本の産業の基盤を支える人材の育

成や生産技術・生産管理部門のリーダー

となる人材を養成するため、次により学

卒者向け職業訓練を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

① 常に的確にものづくり産業における

人材ニーズに対応した訓練内容とする

ことや、キャリア・コンサルティングの

積極的な実施等就職支援を徹底して行

うことにより、就職率の向上を図り、中

期目標期間の最終年度までに専門課程

及び応用課程の修了者のうち就職希望

者の就職率を９５％以上とする。 

 

 

 

 

② 若年者に対する実践的な技能教育を

充実させるため、工業高校や高等専門学

校、大学等との連携を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学卒者を対象とする職業訓練 

 日本の産業の基盤を支えるものづくり人材の育成等を行うため、学卒者

を対象とする職業訓練について、以下により就職支援、大学等との連携に

取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）就職支援 

   １年次から就職ガイダンスやキャリア・コンサルティングを実施し

たほか、職業人としての素養や職業意識を高めるため、職業社会論、

キャリア形成論、生産現場を直接体験するインターンシップをカリキ

ュラムに取り入れて実施した。 

   上記の取組みにより、専門課程及び応用課程の修了者のうち就職希

望者の就職率は、以下のとおりとなった。 

  ・ 平成１６年度  ９７．９％ 

  ・ 平成１７年度  ９８．４％ 

  ・ 平成１８年度  ９８．３％ 

※ 各年度とも翌年度４月末における訓練終了後１ヶ月時点の実績 

 

（２）大学等との連携 

  ① 職業能力開発大学校等において、若年者に対する実践的な技能教

育を充実させるため、工業高校や高等専門学校、大学等との連携を

実施した。 

   イ 実績 

・ 平成１６年度  ５５件 

・ 平成１７年度  ６０件 

・ 平成１８年度  ７０件 

   ロ 連携内容 

・ 高校、大学等の教育訓練を実施（高校、大学等の実習等の受

入れ） 

・ 大学等へ指導員を講師として派遣 

・ 研究発表会への相互参加 

・ カリキュラム作成等の支援 等 

 

Ａ 

3.82 

Ａ 

3.82 

Ａ 

3.82 

Ａ 

3.82 
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③ 職業能力開発大学校等について、産学

連携や他大学等関係機関との連携の強

化、起業支援等を推進すること等によ

り、広く地域社会に開かれた施設運営に

努める。 

 

② 職業能力開発大学校等において、共同研究・受託研究や起業支援

等及び施設の開放について次のとおり実施した。 

   イ 共同研究  平成１６年度  ２６件 

           平成１７年度  ２９件 

           平成１８年度  ５８件 

   ロ 受託研究  平成１６年度   ５件 

           平成１７年度   ８件 

           平成１８年度  １３件 

ハ ものづくりの啓発 

   地域における「ものづくり」の啓発を行うため、「ものづくり体

験教室」を開催した。 

ニ 地域社会との連携 

地域の企業誘致や企業支援等について、人材育成や技術支援の

面から協力した。 

ホ 施設開放 

事業主等が行う教育訓練、研修等の場としての施設設備の貸与

等を以下のとおり実施した。 

    ・ 平成１６年度  延べ  ８６３件 

    ・ 平成１７年度  延べ  ８６０件 

    ・ 平成１８年度  延べ１，８４４件 
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雇用・能力開発機構 評価シート１１（新分野展開・指導員養成） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（６）新分野等への事業展開の支援について 

新規成長分野等において雇用創出の

実現を図り、円滑な労働移動を促進する

ため、関係機関との連携を図りつつ、こ

れらの分野において中小企業等の創

業・経営革新を職業能力開発の側面から

支援すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）新分野等への事業展開の支援について

新規成長分野等において創業・経営革

新を職業能力開発の側面から支援する

ため、関係機関との連携を図りつつ、専

門的な相談・情報提供、新分野等の事業

展開を担う人材養成のための職業訓練

等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新分野等への事業展開の支援 

 首都圏や関西圏における中小企業等の創業・経営革新を職業能力開発の

側面から支援するため東京及び大阪に設置している起業・新分野展開支援

センターや、平成１８年度に開設した北海道及び福岡の起業・新分野展開

支援スポットにおいて、以下のとおり新分野等への事業展開の支援を行っ

た。 

 なお、利用者ニーズを踏まえ、休日や夜間も各事業を実施した。 

（１）新分野展開に必要な専門的な相談・情報提供 

  ・ 平成１５年度    ３３７件（※２，３９４件） 

・ 平成１６年度  ６，４３３件 

  ・ 平成１７年度  ７，２５４件 

  ・ 平成１８年度  ８，６０４件 

 

（２）技術・製品開発分野関連情報の提供のための公開講座 

  ・ コース数 

     平成１５年度      ５コース（※４７コース）     

平成１６年度     ６４コース 

平成１７年度     ７０コース 

平成１８年度     ６２コース 

  ・ 受講者数 

     平成１５年度    １３４人（※１，７６５人）  

平成１６年度  １，６８８人 

     平成１７年度  ２，４１０人 

     平成１８年度  １，７９６人 

 

（３）新分野等への事業展開を担う人材養成のための在職者訓練 

① 実施状況 

イ 起業家養成セミナー 

・ コース数  

       平成１５年度      １コース（※４９コース）   

平成１６年度     ７１コース 

平成１７年度     ８１コース 

平成１８年度     ７４コース  

    ・ 受講者数  

       平成１５年度     １０人（※６２９人）   

平成１６年度    ７０２人 

       平成１７年度  １，１１２人 

       平成１８年度    ９８１人 

 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.09 

Ｂ 

3.03 



 
37

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）職業訓練指導員の養成について 

職業訓練指導員については、職業能力

開発に関するニーズに的確に対応する

ため、技能習得の指導ができるだけでな

く、訓練のコーディネート、キャリア・

コンサルティング、就職支援などに対応

できる幅広い能力を有する人材の養成

を目指すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）職業訓練指導員の養成について 

職業訓練指導員については、職業能力

開発に関するニーズに的確に対応する

ため、技能習得の指導ができるだけでな

く、訓練のコーディネート、キャリア・

コンサルティング、就職支援などに対応

できる幅広い能力を有する人材の養成

を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

   ロ 高度技術者養成訓練コース 

    ・ コース数 

       平成１６年度     ３５コース 

       平成１７年度     ２４コース 

       平成１８年度      ７コース 

    ・ 受講者数 

       平成１６年度    ４６７人 

       平成１７年度    ３１１人 

       平成１８年度     ９４人 

   ハ 課題解決型能力向上コース 

    ・ コース数 

       平成１６年度     ６４コース 

       平成１７年度     ３２コース 

       平成１８年度     １５コース 

    ・ 受講者数 

       平成１６年度    ２４３人 

       平成１７年度    １５７人 

       平成１８年度     ５０人 

② アンケート調査の実施 

    受講者に対するアンケート調査において、職業能力の向上に「役

に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た割合は以

下のとおりとなった。 

・ 平成１７年度 ９７．０％（有効回答者数 １，０４６人） 

・ 平成１８年度 ９７．２％（有効回答者数   ７９７人） 

 

（４）新分野等への事業展開を担う人材養成のための離職者訓練 

  ・ コース数 

平成１６年度        ２コース 

平成１７年度        ３コース 

平成１８年度        ３コース 

・ 受講者数  

平成１６年度       ３２人 

     平成１７年度       ４７人 

     平成１８年度       ４７人  

 

（５）創業を目指す方々の交流の場 

  ・ 実施回数  

平成１６年度       ７８回 

平成１７年度       ９６回 

平成１８年度       ９５回 

・ 参加者数  

平成１６年度    １，０６５人 

     平成１７年度    １，０２３人 
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     平成１８年度    １，１９３人 

 

●職業訓練指導員の養成 

長期課程・研究課程において、技能習得の指導ができるだけでなく、訓

練のコーディネート、キャリア・コンサルティング、就職支援などに対応

できる幅広い能力を有する職業訓練指導員を養成するため、「教育訓練計

画」、「カウンセリング法」、「人的資源管理論」、「キャリア形成支援論」、「キ

ャリア形成支援演習」等のカリキュラムを開発・実施した。また、現に職

業訓練指導員として従事している者に対しても、研修課程において「キャ

リア・コンサルティング基礎演習」等のコースを実施した。 
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雇用・能力開発機構 評価シート１２（若年者対策、キャリア・コンサルティング） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（８）若年者対策について 

近年、フリーター等若年不安定就労者

が増大しており、中長期的な競争力・生

産性の低下等が懸念され、若年者を我が

国を支える「人材」として育成していく

ことが喫緊の課題となっている。こうし

た中、機構においては、「私のしごと館」

を中心に、若年者の職業意識の形成、職

業訓練の実施、就職支援等若年者の就業

について総合的な支援を行うものとす

ること。 

① 職業意識の形成の支援等 

（イ）専門家や関係者による若年者向け 

キャリア・コンサルタントの能力要

件や養成カリキュラムの開発を受

けて、先導的にキャリア・コンサル

タントの養成を積極的に行う。ま

た、大都市部において、こうしたキ

ャリア・コンサルタントを活用する

こと等により、フリーター等若年不

安定就労者の職業理解を促進し、職

業意欲の喚起を行い、安定就労への

誘導を積極的に実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）若年者対策について 

現在の若年者を取り巻く変化・課題を

踏まえ、次により若年者の就業に係る総

合的な支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

① 職業意識の形成の支援等 

（イ）専門家や関係者による若年者向けキ

ャリア・コンサルタントの能力要件や

養成カリキュラムの開発を受けて、キ

ャリア・コンサルタントの養成講座の

質を充実させ、先導的にキャリア・コ

ンサルタントの養成に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●若年者対策 

 若年者の就業に係る総合的な支援について、以下により実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）職業意識の形成支援等 

  ① 若年者向けキャリア・コンサルタント養成講座 

    教育訓練機関や若年者に対する就労支援機関の進路指導・就職指

導・キャリア相談等を担当しようとする者又は企業の人事・労務関

係業務を担当している者を対象に、「若年者を取り巻く雇用環境・

若年者の意識と行動」などのカリキュラムを加えることにより内容

を充実させた「キャリア・コンサルタント養成講座」として全国で

実施した。 
・ 平成１６年度 実施コース数    ６４コース 

            受講者数   １，３３１人 

   ・ 平成１７年度 実施コース数    ６５コース 

            受講者数   １，３８９人 

   ・ 平成１８年度 実施コース数    ５０コース 

            受講者数   １，２１２人 
    さらに、機構が行う上記キャリア・コンサルタント養成講座や民

間の養成講座を修了した者を対象に、若年者に対応できるキャリ

ア・コンサルティングに焦点を絞り、演習を中心とするカリキュラ

ムに基づき、「若年者向けに特化したキャリア・コンサルタント養

成講座」を実施した。 

・ 平成１６年度 実施コース数    １３コース 

            受講者数       ３１４人 

   ・ 平成１７年度 実施コース数    １６コース 

            受講者数        ３５１人 

   ・ 平成１８年度 実施コース数    １５コース 

            受講者数     ３４８人 

なお、キャリア・コンサルタント養成講座修了者に対するフォロ

ーアップ研修（平成１９年度実施予定）の実施に向け「キャリア・

コンサルタントに対するフォローアップシステムの構築に関する調

Ｂ 

3.27 

Ａ 

3.82 

Ａ 

3.82 

Ａ 

3.64 
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（ロ）公共職業安定所や地方自治体におけ

る若年者の就労支援機関との連携を図

りながら、若年者の職業意識を啓発す

るための取組みや、キャリア・コンサ

ルティングの実施により若年者のキャ

リア形成を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

査研究報告書」を作成しホームページに公開した。 

② ヤングジョブスポット 

ヤングジョブスポットでは、若年者が情報交換を行い、職業意識

に対する相互啓発活動を促進することができる場を提供するととも

に、職業意識を高めた若年者が早期就職に結びつくことができるよ

うに、職業安定機関等やジョブカフェにおける職業相談や職業紹介、

職業能力開発機関における職業訓練へ誘導するなど、地域の関係行

政機関、若年者を支援するＮＰＯ法人、その他の若年者支援機関等

との協力・連携や情報交換を図り、フリーター等若年者が集中する

大都市部で以下の事業を実施したほか、平成  １７年度からは若

年者の参加が見込まれる場所に出向く方法の導入、携帯電話用サイ

トの開設等、効果的な事業の実施に努めた。 

イ 実施状況 

（ⅰ）職業ふれあい事業（多種多様な職場見学や仕事体験、職業に

関するディスカッション等､自主的なグループ活動の支援） 

    ・ 実施回数  

       平成１５年度      ４４回（※２７５回）   

平成１６年度     ５６８回 

平成１７年度     ６５２回 

平成１８年度     ７７５回 

    ・ 参加者数 

       平成１５年度     ３４２人（※２，１９２人）  

平成１６年度   ６，４５１人 

       平成１７年度   ７，９６１人 

       平成１８年度   ９，８６９人 

（ⅱ）フォーラム事業（利用者同士が職業に関する情報交換を行え

る場の提供） 

    ・ 実施回数 

       平成１５年度     １０５回（※４７５回）   

平成１６年度   １，６４９回 

平成１７年度   ３，０２９回 

平成１８年度   ３，３３４回 

    ・ 参加者数 

       平成１５年度     ９８３人（※５，７３４人）  

平成１６年度  １２，５２０人 

       平成１７年度  ３５，３８７人 

       平成１８年度  ３９，４８９人 

（ⅲ）適職選択、キャリア形成に関する相談等 

    ・ 相談件数 

       平成１５年度   １，４２４件（※８，６５１件） 

       平成１６年度  ２０，０２６件 

       平成１７年度  ２４，３０３件 

       平成１８年度  ２５，２１７件 
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（ロ）「私のしごと館」において、若年者の

キャリア形成を総合的に支援するた

め、展示・体験事業、ライブラリィ事

業、相談・援助事業等の各事業を効果

的に実施することとし、年度内の各事

業のサービス利用者の延べ数を４０万

人以上とする。 

また、各事業のサービス利用者に対

してアンケート調査を実施し、毎年度

８０％以上の者から今後の進路につい

て具体的なイメージが湧いた、仕事と

いうものや将来の自分の職業について

考えるようになった等の回答が得られ

るようサービスの向上を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）「私のしごと館」において、若年者の

キャリア形成を総合的に支援するた

め、展示・体験事業の実施に当たり、

企業、業界団体等の積極的な協力を得

るなど民間活力を生かした運営によ

り、各事業を効果的に実施するととも

に、サービスの向上、戦略的な広報等

に積極的に取り組むことにより、各事

業のサービス利用者増を図り、年度内

の各事業のサービス利用者の延べ数を

４０万人以上確保する。 

 

（ニ）さらに、各事業のサービス利用者に

対してアンケート調査を実施し、毎年

度８０％以上の者から今後の進路につ

（ⅳ）情報提供事業（インターネット、ビデオ等を活用した職業に

関する情報の提供） 

・ 利用者数 

      平成１５年度   ８，８５０人（※５２，６２０人） 

      平成１６年度 １１７，１９４人 

      平成１７年度 １２８，５４１人 

      平成１８年度 １３６，２３９人 

   ロ フォローアップ調査の実施 

     ヤングジョブスポットの利用者に対し、利用後概ね３ヶ月経過

した時点で調査（サンプル調査）した結果、「就職に対する行動

に変化があった」旨の回答を得た割合は、以下のとおりとなった。

    ・ 平成１７年度 ８０．８％（有効回答者数１，３５７人） 

  ・ 平成１８年度 ８３．６％（有効回答者数１，５００人） 

③ 中高生に対する仕事ふれあい活動支援事業 

都道府県の中学・高校の協力校において、職業人の講話、仕事体

験施設の活用、職場体験・就業体験等の活動を以下のとおり実施し

た。  

    また、活動の発表会を開催するとともに、事例集を作成し、教育

委員会や中学・高校等へ配布した。 

   ・ 協力校数 

      平成１５年度 １１都道府県  ５８校 

（※１６都道府県 １９６校）        

      平成１６年度 ３２都道府県 ３９５校 

・ 活動件数 

    平成１５年度     ７９件（※９６８件） 

    平成１６年度  ３，１９０件 

【注】平成１５年度１年間を通じた協力校は１９６校であり、そのう

ち５８校が平成１６年３月まで引き続き各活動を実施した。 

④ 私のしごと館 

イ 利用者数 

     展示・体験事業の実施において、企業、業界団体等の協力を得

て新たな体験職種を実施するなど、個人客の誘致に努めたほか、

教育委員会や校長会を訪問し、修学旅行及び校外学習の勧誘を行

うなど、来館者増に向けたＰＲ活動に取り組んだ結果、各事業の

サービス利用者の延べ数は以下のとおりとなった。 

・ サービス利用者数 

平成１５年度 延べ ２７，４２８人（※３０５，９００人）

平成１６年度 延べ４９４，２３２人 

平成１７年度 延べ５２１，８４２人 

平成１８年度 延べ５０７，９１１人 

ロ アンケート調査の実施 

     今後の進路について具体的なイメージ作り等に「大変参考にな

った」「参考になった」旨の評価を得た割合は、以下のとおりと
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いて具体的なイメージが湧いた、仕事

というものや将来の自分の職業につい

て考えるようになった等の回答が得ら

れるようサービスの向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）また、より一層効果的な業務運営と

するため、外部委員を含めた検討の場

を設け、「私のしごと館」が果たすべき

役割、事業内容の在り方、効果的な運

営の在り方等について検討を行い、そ

れを同館の運営に反映させるととも

に、他の学校等教育機関や事業主団体

等との密接な連携を図り、総合的なキ

ャリア形成支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なった。 

    ・ 平成１６年度 ８４．８％（有効回答者数６，５０３人） 

    ・ 平成１７年度 ８３．０％（有効回答者数７，２０７人） 

    ・ 平成１８年度 ８３．２％（有効回答者数５，６８８人） 

   ハ フォローアップ調査の実施 

     私のしごと館の利用者（中高生）に対し、利用後概ね３ヶ月経

過した時点で調査（サンプル調査）を実施した結果、私のしごと

館の活用により、自己理解、職業理解が進んだ、将来の就職に向

けて何らかの行動を起こした等の具体的な変化があったとの回答

を得た割合は以下のとおりとなった。 

    ・ 平成１７年度 ８５．８％（有効回答者数１，２３６人） 

    ・ 平成１８年度 ８９．１％（有効回答者数３，６４２人） 

また、平成１８年度については、私のしごと館を利用した失業

者に対しても、利用後概ね３ヶ月経過した時点で調査（サンプル

調査）を実施した結果、８１．７％の者から就職に向けて何らか

の行動を起こした等の具体的な変化があったとの回答を得た。 

    （有効回答者数 １９７人） 

ニ 支援協議会の実施 

私のしごと館支援協議会を平成１６年度、１７年度及び１８年

度において各３回開催し、その意見・提案等に基づき業務運営に

反映させた。 

   ホ 教育機関等との連携 

     キャリア形成支援を実施するため、学校等教育機関や事業主団

体等と連携し、小・中学校、高校、大学等の要請に基づいたセミ

ナー等を実施した。 

（実施例） 

（ⅰ）Ｃ大学の要請に基づき、Ｃ大学のプレインターンシップのカ

リキュラムである職場体験のメニューに、しごと館体験コース

を組み込んだ。カリキュラムは次のとおり。（平成１６年度）

（カリキュラム） 

・ ガイダンス「学生生活と職業意識しごと館で学べること」

など 

・ 職業適性診断システム 自己の再確認 

・ 職業体験 大学生向けに２時間の枠を組み体験と職業人講

話 

・ セミナー「自己理解と職業選択」 

（ⅱ）Ａ中学校の要請を受け、「社会人に必要なマナーや働くため

の心構えについて理解を深めていくこと」を目的に、就職活動

対策セミナーを実施した。また、Ｂ短期大学の要請を受け、１

年生を対象に授業科目（職業Ⅰ・Ⅱ）の一環として、「自分に

合った職業の選び方」等の就職活動対策セミナーを実施した。

（平成１７年度） 

（ⅲ）京都経営者協会との共催により、親や教師を対象に最近の若
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② 訓練の実施 

高校卒業後フリーター等不安定就労

を繰り返す者等に対して、働きながら学

ぶことにより一人前の職業人を養成す

る日本版デュアルシステム等の事業主

と協力した実践的な職業訓練を積極的

に実施すること。 

また、職業意識の啓発や社会人として

必要なマナーや常識等に関する講習を

行い、職業訓練へと繋げていくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 訓練の実施 

（イ）高校卒業後フリーター等不安定就労

を繰り返す者等が、安定就労へ移行で

きるように、職業能力開発大学校等及

び委託訓練先の活用により一定期間の

企業実習とそれと一体となった職業訓

練等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年者を取り巻く状況や若年者自身の就職や仕事に対する意識

の変化についての理解を深めること等を目的とした「我が子の

就職を考えるセミナー」を実施した。（平成 １７年度） 
（ⅳ）中学校、高校、大学等の要請に基づいたセミナーとして、「職

業意識啓発、キャリア形成意識の醸成に係るセミナー」を実施

した。（平成１８年度） 

（ⅴ）近隣３府県の教育委員会等の後援により、学校教職員・若年

者を支援する方（保護者、キャリアコンサルタント等）を対象

としたキャリア形成支援セミナー「若年者に対するキャリア教

育のあり方を考える」を実施した。（平成１８年度） 

（ⅵ）Ａ短期大学の要請に基づいたセミナーとして、「就職活動支

援に関する通年の単位講義のカリキュラム開発及び実施」を実

施した。（平成１８年度） 

 

（２）訓練の実施 

職業能力開発大学校等における訓練又は専門学校等の民間教育訓練

機関を委託先とする座学訓練と、企業等における実習とを組み合わせた

職業訓練について、以下のとおり実施した。 

  ① 専門学校等の民間教育訓練機関を委託先とする座学訓練と、企業等

における実習とを組み合わせた「委託訓練活用型デュアルシステム」

（訓練期間標準５ヶ月）の実施 

   ・ 平成１６年度 

      実施コース数  １，６２０コース 

入所者数   ２２，９０５人 

      就職率      ６９．４％ 

   ・ 平成１７年度 

      実施コース数  １，５２６コース 

入所者数   ２４，６８１人 

      就職率          ７２．４％ 

   ・ 平成１８年度 

      実施コース数  １，６４９コース 

入所者数   ２５，５３８人 

      就職率          ７５．６％ 

※ 就職率は翌年度４月末における訓練終了後３ヶ月時点の実績 

② 職業能力開発大学校等での訓練と、企業等における実習とを組み

合わせた「専門課程活用型デュアルシステム」(訓練期間２年)の実

施 

   ・ 平成１６年度 

実施科数   ５科  入校者数  ７０人 

   ・ 平成１７年度 

実施科数   ５科  入校者数  ９６人 

   ・ 平成１８年度 

実施科数   ５科  入校者数  ６２人 
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（９）キャリア・コンサルティングについて 

職業能力開発大学校等においてキャ

リア・コンサルタントの養成を進める。

また、キャリア・コンサルティングの能

力を身につけたアドバイザーを各都道

府県センター等に配置し、労働者等への

キャリア・コンサルティングの充実を図

ること。また、これらのアドバイザーに

ついて、研修を行う等により質の向上を

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）そのほか、安定就労への移行に不可

欠な職業意識の啓発や社会人として必

要なマナー等に関する講習を若年求職

者を対象に実施し、より効果的な職業

訓練の実施に繋げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）キャリア・コンサルティングについて

職業能力開発大学校等におけるキャ

リア・コンサルタントの養成を進める。

また、キャリア・コンサルティング能力

を身につけたアドバイザーを各都道府

県センター等に配置し、労働者等へのキ

ャリア・コンサルティングの充実を図

る。また、これらのアドバイザーについ

て、より高度な研修を実施すること等に

より、質の向上を図る。 

 

就職率 ９２．１％ 

※ 就職率は訓練終了後３ヶ月時点の実績 

  ③ 職業能力開発促進センターでの訓練と、企業等における実習とを

組み合わせた「普通課程活用型デュアルシステム」（訓練期間１年）

の実施 

・ 平成１６年度 

実施科数 １０科  入所者数 １７４人 

・ 平成１７年度 

実施科数 １０科  入所者数 １８５人  

就職率    ９４．７％ 

・ 平成１８年度 

実施科数 １０科  入所者数 １８３人  

就職率    ９２．９％ 

    ※ 就職率は訓練終了後３ヶ月時点の実績 

④ プレ訓練の実施 

早期離転職者や不安定就労者を対象として、職業意識の啓発や自

己の職業適性理解度等を行うプレ訓練を実施した。 

   ・ コース数 

平成１５年度   １３７コース（※１，４３０コース） 

平成１６年度 ２，４９１コース  

   ・ 参加者数 

      平成１５年度  ２，９２２人（※２６，５１３人）  

平成１６年度 ６１，２９７人 

  ⑤ キー・スキル講習の実施 

    職業意識の啓発や社会人として必要なマナー等に関する講習（キ

ー・スキル講習）を「委託訓練活用型デュアルシステム」による訓

練と一体のものとして平成１７年度から実施した。 

 

●キャリア形成に係る相談援助 

各都道府県センター等に配置したアドバイザーにより、以下のとおりキ

ャリア形成に係る相談援助を実施した。 

（１）労働者に対する相談援助 

  ① 実施内容 

  ・ キャリア・コンサルティングの実施 

     キャリアシートの作成支援、能力開発プログラムの作成等能力

開発に関する必要な援助等 

  ・ キャリア形成に関する情報提供 

② 相談援助件数 

     平成１６年度  １，１３０，３９０件 

     平成１７年度  １，０９０，２９４件 

     平成１８年度    ９３２，８６０件 
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（２）事業主及び事業主団体等に対する相談援助 

  ① 実施内容 

・ キャリア・コンサルティングに関する技術的相談援助 

  ・ キャリア形成促進助成金に関する相談援助 

  ・ キャリア形成に関する情報提供 

  ② 相談援助件数 

     平成１６年度  ９６，７８７件  

     平成１７年度  ９６，０４７件 

     平成１８年度  ８３，２３６件 

 

（３）アンケート調査の実施 

   キャリア・コンサルティングを受けた利用者に対しアンケート調査

を実施（複数回答）したところ、「役に立った」「どちらかといえば

役に立った」旨の評価を得た割合は以下のとおりとなった。 

  ・ 平成１７年度  ９８．９％ 

    （労働者等：有効回答者数  ２，０２６人） 

    （事業主等：有効回答事業所数  ４７８事業所） 

  ・ 平成１８年度  ９９．５％ 

    （労働者等：有効回答者数  １，８４６人） 

    （事業主等：有効回答事業所数  ４７５事業所） 

 

（４）フォローアップ調査の実施 

   利用者がキャリア・コンサルティング終了後に感じた意識の変化、

就職活動・能力開発等への具体的な取組み等を把握するため、相談後

概ね３ヶ月経過した時点で事業効果に係るフォローアップ調査（サン

プル調査）を実施し（複数回答）、以下の回答を得た。 

・「職業選択の参考になった」 

平成１６年度  ５１．０％ 

平成１７年度  ６５．１％ 

・「自己啓発の意欲がわいた」   

平成１６年度  ３８．８％ 

平成１７年度  ３０．７％ 

（有効回答者数 平成１６年度 ４９人、平成１７年度 １９２人）

  ・「就職・転職・職業能力の開発及び推進の向上が図られた」 

    平成１８年度  ８５．１％ 

（有効回答者数 平成１８年度 ４，０６９人） 

  

●キャリア・コンサルタント養成講座 

（１）実施状況 

   企業の人事・労務関係業務を担当している者又は教育訓練機関や若

年者に対する就労支援機関等の進路指導・就職指導・キャリア相談等

を担当しようとする者を対象に、職業能力開発大学校等においてキャ

リア・コンサルタント養成講座を全国で実施した。 
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 ・ 実施コース数（再掲） 

平成１６年度     ６４コース 

平成１７年度     ６５コース 

平成１８年度     ５０コース 

  ・ 受講者数（再掲） 

平成１６年度  １，３３１人 

      平成１７年度  １，３８９人 

     平成１８年度  １，２１２人 

 

（２）キャリア形成支援フォーラムの実施（平成１７年度） 

   上記の養成講座や民間の養成講座を修了した者に対して、キャリ

ア・コンサルタントの置かれている現状等の情報提供や他のキャリ

ア・コンサルタント等との交流の場を提供するため、キャリア形成支

援フォーラムを開催した。 

  ・ 受講者数  １，０６９人 
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雇用・能力開発機構 評価シート１３（調査・研究） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（１０）調査・研究について 

人材ニーズの把握、キャリア形成の

過程の把握、職業訓練技法の開発等効

果的・効率的な職業訓練の実施に資す

る調査・研究を実施すること。 

（１０）調査・研究について 

人材ニーズの把握、キャリア形成の

過程の把握、職業訓練技法の開発等効

果的・効率的な職業訓練の実施に資す

る調査・研究を実施し、研究成果を各

施設において実施する職業訓練やキ

ャリア・コンサルティング等に活用す

るほか、民間教育訓練機関や地方公共

団体にもその成果を広める。 

 

●調査・研究 

効果的・効率的な職業訓練を実施するため、調査・研究を以下のとおり

実施した。 

（１）職業訓練の実施に資する調査･研究 

  ① 調査・研究テーマ 

職業訓練の実施に資する調査・研究については、政策上の見地か

ら必要とされるものや職業能力開発に係る業務上必要なものについ

て、厚生労働省からの委託又は厚生労働省と機構の協議によりテー

マを決定し、学識経験者及び産業界等の外部有識者を含めた委員会

を設けて平成１６年度１１テーマ、平成１７年度１０テーマ、平成

１８年度１０テーマ実施し、その成果については職業能力開発総合

大学校のホームページで公開した。 

また、成果物として研究報告書等を作成し、民間教育訓練機関、

地方公共団体等へ配布した。 

② 職業訓練用教材の作成 

    都道府県等で実施する普通職業訓練で使用している認定教科書に

ついて、技術革新や法令改正等への対応を図るために、改訂した。

③ 訓練コースの開発 

    新たに開発した離職者訓練及び在職者訓練用の訓練コースのカリ

キュラムモデルについて、職業能力開発総合大学校のホームページ

に公開したほか、民間教育訓練機関、都道府県職業能力開発主管課

等に情報提供を行った。 

イ 離職者訓練 

    ・ 開発科数   平成１６年度    ３科 

平成１７年度    ２科 

平成１８年度    １科 

   ロ 在職者訓練 

    ・ 開発コース数 平成１６年度  １０６コース 

             平成１７年度  １２６コース 

             平成１８年度   １４コース 

 

（２）ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究 

   特定の産業・業種のホワイトカラーに関する能力開発課題の解決に

向けた教育訓練コースの開発を目的として、事業の実施を通じて収集

した情報や学識経験者等外部有識者に対するヒアリングにより把握し

た業界団体等の動向等に係る情報を基に、テーマの選定方針や選定基

準に基づき選定した調査・研究を平成１６年度、１７年度及び１８年

度において各５テーマ実施し、テーマごとに設置した学識経験者及び

産業界等の外部有識者によって構成される研究会において、その５テ

Ｂ 

2.91 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

2.97 
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ーマに沿った教育訓練コースを平成１６年度３０コース、平成１７年

度２６コース、平成１８年度３０コース開発した。 

なお、調査・研究報告書の概要を民間教育訓練機関、都道府県職業

能力開発主管課、都道府県立職業能力開発校、事業主団体等に対し配

布（平成１６年度 ９６６ヶ所、平成１７年度 １，０１３ヶ所、平成

１８年度 １，０６６ヶ所）したほか、開発した教育訓練コースのカリ

キュラム等について、生涯職業能力開発促進センターのホームページ

に公開した。 

   また、開発した教育訓練コースの試行・検証を、平成１６年度 ３０

コース、平成１７年度３６コース、平成１８年度４２コース行った。
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雇用・能力開発機構 評価シート１４（職業能力開発関係助成金等の業務） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

（１１）労働者の職業能力の開発及び向上を 

促進するための助成金及び技能者育成

資金について 

 

① ホームページ及びパンフレットにお

いて、制度内容、利用条件、相談・受付

窓口等を公開し、申請者の利便を図るこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

② 説明会や相談業務を通じて、制度の趣

旨等を申請者に対し十分に周知するこ

とにより、申請者の利便を図ること。助

成金については、申請内容の適正化や不

正受給の防止を図るとともに、説明会終

了時にアンケート調査を実施し、内容を

理解した旨の評価を８０％以上得られ

るようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）労働者の職業能力の開発及び向上を

促進するための助成金及び技能者育

成資金について 

 

① 制度内容、利用条件、相談・受付窓口

等を利用者の視点に立った分かりやすい

表現で、ホームページ及びパンフレット

に掲載し、周知するとともに、インター

ネットを通じた質問を受け付け、よくあ

る質問に対する回答をホームページに公

開するなど積極的に利用者の利便の向上

と情報提供に努める。さらに、支給金額、

利用条件等の制度内容に変更があった場

合は当該変更が確定した日から、７日以

内にホームページ等で公開する。 

② パンフレットや申込みに係る手引等を

作成し、都道府県センターや公共職業安

定所等関係機関において配布するととも

に、説明会や相談業務を通じて制度の趣

旨、内容、申請手続等を利用者に対して

十分に説明することなどにより、利用者

の利便を図るとともに、助成金について

は、申請内容の適正化や不正受給の防止

等を図る。 

③ 助成金については、説明会を積極的に

開催するとともに説明会終了時にアンケ

ート調査を実施し、８０％以上の者から、

助成金等の制度の理解に役立った旨の評

価が得られるようサービスの質の向上を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●キャリア形成促進助成金及び技能者育成資金 

 労働者の職業能力の開発、向上を図る助成金の支給業務について、申請

者の利便や申請内容の適正化、不正受給防止を図るため、以下の措置を講

じた。 

（１）キャリア形成促進助成金  

  ① 制度の周知・説明 

   イ ホームページでの周知 

        制度の趣旨、内容、申請手続について、ホームページにおいて

制度内容の紹介や制度改正の公開（７日以内）を行うことにより

周知を図るとともに、インターネットを通じて質問を受け付け、

よくある質問については、回答をＱ＆Ａとして、ホームページで

公開した。また、助成金の活用事例を公開した。 

 

 

 

ロ パンフレット等の作成、配布による周知 

パンフレットや申請書の記入例を盛り込んだ申請の手引き等を

作成し、公共職業安定所などにおいて配布、周知した。 

 

 

 

 

 

 

ハ 説明会及び個別相談の実施 

・ 説明会開催回数 

平成１６年度   ２，４５７回 

平成１７年度   １，９９９回 

平成１８年度   １，９１０回 

・ 説明会参加者数    

平成１６年度  ７５，４００人 

平成１７年度  ６１，６３０人 

平成１８年度  ５４，９８１人 

・ 個別相談の件数    

平成１６年度  ４４，１８５件 

平成１７年度  ４０，８１９件 

平成１８年度  ４３，１５２件 

ニ アンケート調査の実施 

     説明内容が「理解できた」「どちらかといえば理解できた」旨の

Ｂ 

3.18 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.06 
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③ 助成金については申請に係る諸手続

の合理化を進めることにより、申請者の

手続面での負担の軽減を図ること。 

 

 

 

 

 

④ 職員研修等による担当者の審査能力

の向上を図ること。助成金については、

併せて、実地調査の実施等により、不正

受給の防止に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 助成金については、申請者の声や適正

支給に配慮しつつ、申請書の記載項目の

簡略化、添付書類の簡素化等による事務

手続の合理化を進めることにより、申請

者の手続面での負担の軽減を図る。 

 

 

 

⑤ 職員研修を強化し、審査能力の向上を

図る。助成金については、併せて、可能

な限り直接事業所を訪問するなどし、支

給要件と実際に合致しているか等の確認

を行う。また特に疑義のあるものについ

ては、すべて直接事業所を訪問し、不正

受給の防止に努める。 

 

評価を得た割合は、以下のとおりとなった。 

・ 平成１６年度  ８９．９％ 

（参加者数   ７５，４００人 

有効回答者数  １５，７５３人） 

・ 平成１７年度  ９１．３％ 

（参加者数   ６１，６３０人 

有効回答者数  １５，５９６人） 

・ 平成１８年度  ９２．１％ 

（参加者数  ５４，９８１人 

有効回答者数 １８，０５０人） 

② 手続の簡素化等 

    支給申請書の記載項目の簡略化（様式の一葉化、様式の廃止）及

び添付書類の記載項目の簡略化（添付様式の一葉化、添付様式の廃

止、添付様式の記載項目の削除）等を行った。 

また、キャリア形成促進助成金について、申請者へのサービスの

向上を図るとともに、事務処理の集中を避けるため、年２回の支給

申請月から、半期計画が終了した事業主は随時支給申請ができるよ

う改正した。 

③ 審査能力の向上 

    助成金担当者の審査能力の向上を図るため、職員研修等を平成 

１６年度２９１回、平成１７年度２９７回、平成１８年度２９６回

実施した。 

    また、審査マニュアルを作成し、職員研修等に活用した。 

  ④ 不正受給の防止 

支給要件に合致しているかの確認のため可能な限り直接事業所訪

問を行い、疑義のあるものについては、すべて直接事業所を訪問し

確認した。また、雇用保険３事業助成金に関して、都道府県労働局

と連携を図り平成１８年１２月から雇用保険関係データの照会（Ｏ

ＣＲ照会）を行った。さらに、本部に監察役及び各都道府県センタ

ーに給付調査役を配置し、不正受給防止の強化を図った。 

    事業所訪問数 

     平成１５年度      ５０事業所（※５６５事業所） 

     （内 疑義事業所訪問数  １事業所（※１２１事業所）） 

     平成１６年度   １，１８８件 

     （内 疑義事業所訪問数 ７８件） 

     平成１７年度   １，１６３件 

     （内 疑義事業所訪問数 ６９件） 

     平成１８年度     ８９９件 

     （内 疑義事業所訪問数 ３８件） 

⑤ フォローアップ調査の実施 

    キャリア形成促進助成金を利用した事業主を通じ、その従業員に

対し、調査を実施したところ、訓練等によりキャリアアップにつな

がったとの回答を得た割合は以下のとおりとなった。 
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・ 平成１７年度 ９９．３％（有効回答者数 １，８０７人） 

・ 平成１８年度 ９９．４％（有効回答者数   ９７２人） 

 

（２）技能者育成資金 

 ① 制度の周知、説明 

   イ ホームページでの周知  

    ・ 技能者育成資金の利用を希望する方、既に利用している方、

返還中の方等利用者の状況に応じて、閲覧するページを分けて

いるほか、事例や図等を用いた分かりやすい内容を掲載した。

また、制度改正の公開（７日以内）を行うことにより周知を図

った。 

    ・ 受付窓口での相談のほか、インターネットを通じて質問を受

け付け、よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホーム

ページで公開した。 

   ロ パンフレットの作成、配布による周知 

     申請書の記入例、申請の手引き等を含めたパンフレット「技能

者育成資金のご案内」を作成し、全国の職業能力開発施設等へ配

布、周知した。  

  ② 審査能力の向上 

   イ 職員用マニュアルの整備 

     Ｑ＆Ａを含めた貸付実施要綱のマニュアルとしての「技能者育

成資金担当者マニュアル」（以下「マニュアル」という。）を作成

し、平成１８年２月に全国の職業能力開発施設等へ配布した。さ

らに、機構、都道府県それぞれの担当者用のマニュアルも作成し、

平成１９年３月に配布した。 

   ロ 職員研修の実施  

     マニュアル等を活用し本部育成資金担当者の職員研修を平成 

１６年度２回、平成１７年度３回、平成１８年度３回実施した。
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雇用・能力開発機構 評価シート１５（財形業務） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

４ 勤労者財産形成促進業務について 

（１）周知について 

① ホームページ及びパンフレットにお

いて、制度内容、利用条件、相談・受付

窓口等を公開し、各種情報の提供を充実

させ、申請者である事業主の利便を図る

のみならず、制度の恩恵を受けることと

なる勤労者の利便を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 説明会や相談業務等を通じて、制度の

趣旨等を申請者である事業主のみなら

ず、制度の恩恵を受けることとなる勤労

者に対し十分に周知することにより、勤

労者の利便を図るとともに、申請者につ

いては申請内容の適正化を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 勤労者財産形成促進業務について 

（１）周知について 

① 制度内容、利用条件、相談・受付窓口

等を利用者の視点に立った分かりやすい

表現で、ホームページ及びパンフレット

に掲載し、周知するとともに、インター

ネットを通じた質問を受け付け、よくあ

る質問については回答をホームページに

公開するなど積極的に利用者の利便の向

上と情報提供に努める。さらに、助成金

額、貸付金額、利用条件等の制度内容に

変更があった場合は当該変更が確定した

日から、７日以内にホームページ等で公

開する。また、内容の充実を図るため、

毎年度１回以上見直しを行い、中期目標

期間中の毎年度において、平成１４年度

の実績と比べて１０％以上増のアクセス

件数を確保する。 

② パンフレットや申込みに係る手引を作

成し、都道府県センター等において配布

するとともに、説明会や相談業務等を通

じて制度の趣旨、内容、申請手続等を利

用者に対して十分に説明することなどに

より、利用者の利便を図るとともに、申

請内容の適正化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 勤労者財産形成促進業務 

●制度の周知 

財形業務の周知、利用者の利便や申請内容の適正化等を図るため以下の

措置を講じた。 

（１）ホームページでの公開 

   制度の趣旨、内容、申請手続きについて、ホームページにおいて、

制度内容の紹介や制度改正の公開（７日以内）を行うことにより周知

を図るとともに、インターネットを通じて質問を受け付け、よくある

質問については、回答をＱ＆Ａとしてホームページで公開するととも

に、融資返済シミュレーション機能や資料請求機能を追加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）制度の説明等の実施 

財形給付金・基金制度、財形活用給付金・助成金制度、財形融資制

度のパンフレットや申込みに係る手引きを事業主等に配布し、説明会

等を実施した。 

  ・ 財形制度の説明会の実施 

     平成１６年度   １，０５４回 

     平成１７年度   １，０６６回 

     平成１８年度     ８５０回 

  ・ 事業所訪問の実施 

     平成１６年度  １３，７５１件 

     平成１７年度  １６，９７５件 

     平成１８年度  １２，１３４件 

  ・ 相談業務の実施 

     平成１６年度  １８，６０５件 

     平成１７年度  ２１，９２４件 

     平成１８年度  １８，７３８件 

 

（３）ホームページのアクセス件数 

・ 平成１６年度 ５９，４８８件（対１４年度比１６７％増） 

・ 平成１７年度 ７６，１８６件（対１４年度比２４１％増） 

・ 平成１８年度 ７８，８８９件（対１４年度比２５３％増） 

Ｂ 

3.09 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.03 
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（２）手続等について 

① 助成金については、申請に係る諸手続

の合理化を進めることにより、申請者の

手続面での負担の軽減を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 職員研修等による担当者の審査能力

の向上を図ること。 

 

 

 

 

（３）その他 

融資業務の運営に当たっては、国及び

関係機関と連携を図ることにより、適正

な貸付金利の設定等、勤労者の生活の安

定等に資する融資を実現すること。 

 

 

 

（２）手続等について 

① 助成金については、申請者の声や適正

支給に配慮しつつ、申請書の記載項目の

簡略化や添付書類の簡素化による事務

手続の合理化を進めることにより、申請

者の手続面での負担の軽減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 融資業務や助成金業務については、職

員研修を強化し、担当者の審査能力の向

上を図る。 

 

 

 

（３）その他 

融資業務の運営に当たっては、貸付金

利の設定等について国及び関係機関と

十分な連絡調整を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●手続等 

助成金申請者の負担軽減、審査能力の向上等を図るため以下の措置を講

じた。 

（１）手続の簡略化 

   申請書の記載項目の簡略化等について、平成１６年度において検討

し、次の助成金の要領を平成１７年４月１日に施行した。 

① 財産形成貯蓄活用助成金 

認定申請書の記載項目の簡略化（事業主の区分、財形貯蓄開始年

月日の削除） 

② 勤労者財産形成助成金 

    支給請求時における事業概要、事業案内等の添付書類の廃止 

③ 中小企業財形共同化支援事業助成金 

認定申請書時（２事業年度目以降）における団体構成員名簿、事

業計画等の添付書類の廃止 

 

（２）研修及び会議の実施等 

財形普及指導員研修を平成１６年度、１７年度及び１８年度におい

て各１回開催するとともに、財形普及指導員会議を平成１６年度及び

平成１７年度に各１回開催した。また、本部に監察役及び各都道府県

センターに給付調査役を配置し、助成金不正受給防止の強化を図った。

 

（３）関係機関との連絡調整 

貸付金利の設定等に関しては、基準金融機関の短期プライムレート

及び５年利付国債の入札結果をもとに設定した貸付金利を確定するた

め、住宅金融公庫及び厚生労働省との調整を毎月行った。 

なお、住宅金融公庫等と債券の発行条件、債券・借入金の調達割合

等について意見交換を行い、一層の連携を図った。 
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雇用・能力開発機構 評価シート１６（情報提供、福祉施設の譲渡等の業務、特例業務） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

５ 情報提供について 

業務内容については、ホームページにお

いて各施設ごとの職業訓練実施状況等国

民に必要とされる情報を分かりやすい形

で提供すること等により、中期目標期間中

の毎年度のアクセス件数が２００万件以

上となるようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 情報提供について 

機構の業務内容や国民に必要とされる

情報については、次により広く国民に周知

する。 

 

（１）業務内容について、施設ごとに設定し

ている各職業訓練コースの実施時期、定

員、受講手続、終了済みコースの訓練受

講者数、就職者数等についても、ホーム

ページ等において積極的に、かつ分かり

やすい表現で公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）また、自発的に職業能力開発を行いた

いと考えている個人、従業者に対して職

業能力開発を行いたいと考えている事

業主及び自らのキャリアを見つめ直し

たいと考えているフリーター等若年者

にとって、有益な情報、その他各種の助

成金制度や融資制度の情報を充実させ

ることにより、中期目標期間中の毎年度

のアクセス件数が２００万件以上とな

るようにする。 

 

 

 

 

 

５ 情報提供 

●ホームページを活用した積極的な情報の発信 

 実施する訓練コースや若年者に対する業務、各種助成金制度・融資制度

等の機構の業務内容や国民に必要とされる情報について、分かりやすい表

現で迅速かつ充実した内容により、以下のとおりホームページに公開した。

（１）訓練コースの公開 

  イ 離職者訓練を対象とする職業訓練 

    機構及び公開を希望する都道府県の施設、並びに民間教育訓練機

関で行う公共訓練コースの内容を公開するとともに、平成１８年度

から、訓練受講希望者が適切な訓練コースの選定を行えるよう、ホ

ームページ上において、訓練概要、受講条件、就職後の仕事例、過

去の就職実績、賃金情報等について、画像を織り交ぜながら分かり

やすく掲載した。 

ロ 在職者を対象とする職業訓練 

    各職業能力開発施設で実施する訓練コースの実施時期、期間、募

集定員等を取りまとめ、公開した。 

ハ 学卒者を対象とする職業訓練 

各職業能力開発大学校等において訓練科名、募集定員、訓練内容

等を公開した。 

ニ 日本版デュアルシステム 

訓練目的、募集定員、受講対象者、訓練期間、授業料（受講料）

等を日本版デュアルシステムに係る支援サイト及び携帯電話用サイ

トで公開した。 

 

（２）若年者を対象とした業務に係る情報提供 

イ 若年者向けに特化したキャリア・コンサルタント養成講座の公開

に係る支援サイトの設置（平成１６年度） 

    講座目的、受講対象者、実施施設、受講料、主な訓練内容等の情

報を分かりやすい表現で公開する支援サイトを設置した。 

ロ 中高生仕事ふれあい活動支援事業に係る活動事例（平成１６年度）

職場見学、職業体験等の仕事とふれあう活動を支援する取組みを

事例集として取りまとめ、公開した。 

ハ ヤングジョブスポット事業の携帯電話用サイトの設置（平成１７

年度） 

携帯電話からヤングジョブスポット事業の情報が得られるよう携

帯電話用サイトを設置した。 

  ニ 日本版デュアルシステム携帯サイト等に係るＱＲコードの設置

（平成１８年度） 

    若年者にとっての代表的な情報収集ツールである携帯電話から手

Ｂ 

3.09 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.03 
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６ 勤労者福祉施設については、平成１７年

度末までにすべて譲渡又は廃止すること。 

 

 

 

 

 

 

７ 上記に個別に掲げる業務のほか、機構が

行う業務については、国の雇用対策と密接

に連携し、効果的・効率的な実施に努める

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 勤労者福祉施設については、平成１７年

度末までにすべて譲渡又は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

７ 上記に個別に掲げる業務のほか、機構が

行う業務については、国の雇用対策と密接

に連携し、効果的・効率的な実施に努める。

軽に日本版デュアルシステムやヤングジョブスポットの情報が得ら

れるよう、ホームページ上にＱＲコードを設置した。 

 

（３）機構の業務内容について、分かりやすい表現で迅速な公開 

  ① 機構の事業を分かりやすく紹介するなどの情報発信 

   イ「町かどの機構」コーナーの設置 

ホームページ上に、利用者の声を紹介するトピックス「町かど

の機構」コーナーを設置し、離職者訓練修了者や職業能力開発大

学校の修了生の企業での活躍、起業・新分野展開支援センターの

活用による新規創業などを紹介することにより、機構事業を身近

な情報として発信した。 

   ロ 助成金制度紹介メニューの見直し 

     利用者の視点に立った工夫を加えて助成金制度紹介のメニュー

の見直しを行った。 

  ② 機構が取り扱う業務の制度変更等に係る情報の迅速な公開 

新たな助成金制度や制度改正、財形融資業務に係る貸付利率の変

更について、ホームページに掲載するなど、迅速に公開した。 

 

（４）ホームページのアクセス件数 

  ・ 平成１６年度  ３３３万件 

  ・ 平成１７年度  ４９３万件 

  ・ 平成１８年度  ６１８万件 

 

 

６ 勤労者福祉施設の譲渡等 

●福祉施設の譲渡等 

平成１７年度末までに全ての福祉施設の譲渡等を完了した。 

・ 平成１５年度 譲渡  ４４施設 

・ 平成１６年度 譲渡  ５０施設 廃止  ２８施設 

・ 平成１７年度 譲渡  １１施設 廃止   ４施設 

 

 

７ 上記に個別に掲げる業務以外の業務 

●炭鉱離職者に対する援護業務 

 炭鉱労働者等の雇用の安定等に関する臨時措置法の廃止に伴う平成１６

年度までの経過措置として、炭鉱離職者に対する職業訓練や再就職等に対

する就職相談等を実施した。 

 ① 炭鉱離職者に対する職業訓練 

平成１６年度       ９人 

 ② 再就職等に対する就職相談等 

    平成１５年度   ２，１２０件（※ １４，３７３件） 

    平成１６年度  １７，６２９件 
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 ③ 就職活動相談会の実施 

平成１６年度 

実施回数        ９回 

参加者数    １，１５６人 

 

●事業主等の行う職業訓練に対する援助業務等の実施 

事業主等が自ら行う職業訓練等の振興に資するため、職業訓練指導員の

派遣等を実施した。 

 ・ 指導員派遣延べ人員 

    平成１６年度    ２，３２６人 

    平成１７年度    ３，２４１人 

    平成１８年度    ４，７１７人 

 ・ 訓練延べ人員 

    平成１６年度  １１１，０００人 

    平成１７年度  １１６，２６４人 

    平成１８年度  １８０，４５２人 
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雇用・能力開発機構 評価シート１７（予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

通則法第２９条第２項第４号の財務内

容の改善に関する事項は、次のとおりと

する。 

１ 財形融資業務については、収益改善等に

関する具体的な計画を策定の上、累積欠損

の解消に向け、当該計画を着実に実行する

とともに、適正な債権管理に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 暫定的に行う業務についても下記に従

い、財務内容の改善に努めること。 

（１）雇用促進融資については、債権管理を

適切に行い、リスク管理債権の処理を進

めるとともに、財政投融資への着実な償

還を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 中期計画を実施するため、また、下記の

方針のもと、予算、収支計画及び資金計画

を策定する。 

（１）財形融資については、効果的な普及啓

発活動により貸付額の確保を図りつつ

適正な貸付金利の設定等により累積欠

損金の解消に向け、収益改善を図るとと

もに金融機関等を通じ債権の適正な管

理に努める。 

 

 

 

 

 

（２）雇用促進融資については、金融機関等

を通じ債権管理を適切に行うとともに、

リスク管理債権については、必要に応じ

て法的措置を講じること等により、債権

の回収・処理に努め、償還計画どおり、

財政投融資への着実な償還を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

 

 

 

●財形融資の債権管理 

（１）累積欠損金の解消 

   当期利益として、平成１６年度３２億円、平成１７年度５６億円、

平成１８年度５３億円を計上した結果、累積欠損金は平成１８年度に

おいて２７５億円となった。 

 

（２）債権管理 

   債務者及び抵当物件に係る情報収集並びに現状把握等、債権の適正

な管理を行うとともに、各（再）受託金融機関に対し、連携強化に向

けた文書を発出した。 

 

●雇用促進融資の債権管理 

（１）債権管理 

  ① 債権管理 

    債務者及び抵当物件に係る情報収集並びに現状把握等、債権の適

正な管理を行うとともに、各（再）受託金融機関に対し、連携強化

に向けた文書を発出した。 

  ② リスク管理債権 

    貸付業務を受託している金融機関に対し業務指導を実施し、現状

の把握等適正な管理に努めるとともに、当該債権の一部については

法的措置を講じること等により、債権の回収・処理に努めた。 

・ 平成１６年度 業務指導 １６回  法的措置状況 １７件 

・ 平成１７年度 業務指導 ３４回  法的措置状況  ６件 

・ 平成１８年度 業務指導 ４２回  法的措置状況  ２件 

なお、より適切な回収・処理に向け、債権状況の把握や回収手段

の選択が適切に行われるよう平成１８年度に所要の措置を講じた。

 

（２）財政投融資への償還 

   約定通りの償還を行った。 

・ 平成１６年度 償還額 元金３，８１２，４８８，０００円 

利息１，８３３，７０１，０６６円 

・ 平成１７年度 償還額 元金３，６４１，６５６，０００円 

利息１，６０６，４７６，７１１円 

・ 平成１８年度 償還額 元金３，１７９，１５６，０００円 

                利息１，３９７，９５５，４０４円 

Ｂ 

3.09 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

3.03 
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（２）雇用促進住宅については、家賃収入に

より完全独立採算としているところで

あるが、家賃の適正水準への引上げ等に

より自己収入の増加を図りながら、計画

修繕を適切に実施するとともに、中期目

標期間の最終年度までに、人件費及び事

務費の管理経費を平成１４年度に比べ

て概ね３割程度削減するなど、合理的な

経営に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）雇用促進住宅については、家賃の適正

水準への引上げ等により自己収入の増

加を図りながら、計画修繕を適切に実施

するとともに、中期目標期間の最終年度

までに、人件費及び事務費の管理経費等

を平成１４年度に比べて概ね３割程度

削減するなど、合理的な経営を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予算   別紙１のとおり （省略） 

 

３ 収支計画 別紙２のとおり （省略） 

 

４ 資金計画 別紙３のとおり （省略） 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 勤労者財産形成促進業務において資金

繰り上発生する資金の不足への対応とし

て 

            ７７５億円 

 

 

 

 

 

２ 運営費交付金の受入れの遅延等による

資金の不足又は予定外退職者の発生に伴

う退職手当の支給への対応として 

２４０億円 

 

第５ 剰余金の使途 

   剰余金が発生した際の使途は、中期計

画の達成状況を見つつ、事業の改善・質

の向上に資する業務に充てることとす

る。 

●雇用促進住宅 

雇用促進住宅については、譲渡するまでの間、合理的な経営を行うため、

以下の措置を講じた。 

（１）家賃の改定 

   平成１６年４月１日に平均６．４７％、さらに平成１８年４月１日

に平均５．９４％の家賃の値上げによる家賃改定を実施。 

 

（２）計画修繕の実施 

  ・ 平成１６年度  ４，３１５棟修繕、２３２．２億円支出 

  ・ 平成１７年度  ３，８７９棟修繕、１７３．９億円支出 

  ・ 平成１８年度  ３，１３３棟修繕、１６７．１億円支出 

 

（３）管理経費の削減 

集中管理方式による管理主事の削減や、計画的な職員数の削減等に

より、住宅の委託費に係る人件費及び事務費の管理経費を平成１８年

度末までに２８．８億円（対１４年度比２９％減）削減した。 

 

●予算、収支計画、資金計画 

収支計画及び資金計画に対しての予算執行等の実績は、各年度の決算報

告書及び財務諸表のとおりである。 

 

 

 

第４ 短期借入金の限度額 

●短期借入金 

資金繰り上発生した資金不足に対するつなぎ資金として、借入限度額の

範囲内で、借入を行った。 

 ・ 借入限度額         ７７５億円 

 ・ 借入額   平成１５年度  ３６６億円 

平成１６年度  ３９７億円 

平成１７年度  ４１９億円 

平成１８年度  ４２４億円 

 

●短期借入金 

なし 

 

 

 

第５ 剰余金の使途 

●剰余金の使途 

なし 

 



 
59

雇用・能力開発機構 評価シート１８（人事、施設・設備） 

事業年度評価結果 
中期目標 中期計画 中期目標期間（平成１５年度～１８年度）の実績報告 

H16 H17 H18 

中期目標

期間の評

価 

第５ その他業務運営に関する重要事項 
職業訓練指導員については、訓練のコ

ーディネート、キャリア・コンサルティ
ング、就職支援などへ対応する能力を備
えた人材を確保するとともに、任期付き
雇用や民間外部講師を積極的に活用す
ることにより、社会のニーズに機動的に
対応できる指導員体制を実現すること。 

 

 

第６ その他主務省令で定める業務運営に
関する事項 

１ 人事に関する計画 
（１）方針 

機構の運営に必要な人材の確保に努
めるとともに、職員の専門性を高めるた
めの研修を計画的に実施し、職員の業務
執行能力の向上を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）職業訓練指導員体制 
人材の確保にあたっては、技能習得の指導に

加えて、訓練のコーディネート、キャリ
ア・コンサルティング、就職支援などへ
の対応を踏まえた採用を行う。また、併
せて民間企業等幅広い層から、職業訓練
指導員として必要な資質を有する者を、
任期付き雇用や外部講師として積極的
に活用することで、社会のニーズに機動
的に対応できる指導員体制を実現する。

 
（３）人員に係る計画 

期末の常勤職員数については、期初に
比べて６００名を削減する。 

 
 
 
 
 
 
２ 施設・設備に関する計画 

雇用失業情勢等に対応した、効果的・効
率的な職業訓練の実施等を図るため、施設
の老朽化等を踏まえ、計画的な修繕等を行
う。 

第６ その他業務運営に関する重要事項 
 
１ 人事に関する計画 
●職員研修 
職員の資質、職務遂行能力の向上を目的とした職員研修を実施した。 
なお、訓練コーディネート、就職相談支援業務の充実を図るための研修

を職業訓練指導員を対象に以下のとおり実施した。 
（１）訓練コーディネート力向上研修 

・ 開催回数  平成１６年度～１８年度 各 １回 
・ 受講者数  平成１６年度、１７年度 各５０人、 

          平成１８年度 ４８人 
（２）就職相談支援研修 

・ 開催回数  平成１６年度～１８年度 各 ２回 
・ 受講者数  平成１６年度、１７年度 各５０人、 

平成１８年度 ５２人 
 
●職業訓練指導員体制 
技能習得の指導に必要な専門性及び職業訓練指導員としての適性を考慮

して採用審査を行った。 
また、民間企業の活力を活かす観点等から、民間企業等幅広い技術者を

外部講師として積極的に活用したほか、任期付きの職業訓練指導員として
平成１６年度３１人、平成１７年度３５人、平成１８年度３３人の受入れ
を実施した。 
 
 
 
 
●人員に係る計画 
平成１５年度末の常勤職員数については、期初に比べて４名、平成１６

年度末の常勤職員数については、平成１５年度末と比べて１５５名、平成
１７年度末の常勤職員数については、平成１６年度末と比べて１５４名、
平成１８年度末の常勤職員数については、平成１７年度末と比べて１３７
名削減した。 
これにより、期初と比べて４５０名の削減となった。 

 
 
２ 施設・設備に関する計画 
●施設・設備 
築４０年を経過した施設のうち、老朽化等により部分修繕等では対応が

困難な施設の本館建替（４件）、実習場建替（６件）及び設置後１５年を
経過した施設のうち、監督行政庁等から更新・修理の指摘を受ける等、部
分修繕では対応が困難な、受変電設備更新（５件）、空調設備更新（８件）、

Ｂ 

3.00

Ｂ 

2.91

Ｂ 

3.00 

Ｂ 

2.97 
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給水設備更新（５件）を行った。 
また、消火栓用給水管の漏水対策として給水管改修工事（１件）及び地

方公共団体の下水道整備事業に合わせて公共下水道接続工事（４件）を行
った。 
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平成15事業年度は平成16年3月1日法人設立のため1箇月のみであることから、評価期間の評定に算入しない。 

なお、平成15事業年度評価における個別項目の評価結果は、下表のとおり。 

  

１　雇用開発相談等 3.42 Ｂ

２　在職者・離職者訓練 3.08 Ｂ

３　学卒者訓練 3.42 Ｂ

４　若年者対策 3.42 Ｂ

５　能力開発相談 3.42 Ｂ

６　助成金 3.00 Ｂ

７　財形業務 3.00 Ｂ

８　譲渡 3.00 Ｂ

９　情報公開 3.00 Ｂ

１０　予算 3.00 Ｂ

１１　短期借入金 3.25 Ｂ

１２　組織・人事 3.00 Ｂ

１３　剰余金 - -
 

 


